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［投資に際してのご留意事項］ 
本社債に投資するにあたって投資家が特に留意すべきと思われるリスク要因その他の事項については、以下のと
おりであります。 
ただし、以下に記載されるリスク要因その他の事項は本社債に関する全てのリスクその他の留意事項を完全に網
羅するものではありません。当社の「事業等のリスク」については、「第三部 参照情報 第２ 参照書類の補
完情報」に掲げた「事業等のリスク」をご参照ください。 
 
● 本社債は、当社子会社であり、本社債の募集の取扱いを行う登録金融機関である株式会社三菱ＵＦＪ銀行に

対する預金ではありません。 
● 元利金免除リスク 

本社債は実質破綻時免除特約付社債であり、当社について以下に示す事由（実質破綻事由）が生じた場合、
当社は、本社債にもとづく元利金（実質破綻事由が生じた日までに弁済期限が到来したものを除く。）の支
払義務を免除されます。この場合、本社債にもとづく当該元利金の全部について支払は行われず、かかる場
合における実質破綻時免除特約が付されていない当社の株式や社債の取扱いの内容にかかわらず、社債権者
は当初の投資元本の全部を失うことになります。また、実質破綻事由の発生の有無は内閣総理大臣の判断に
委ねられており、当社の意図にかかわらず発生する可能性があります。 

（実質破綻事由） 
内閣総理大臣が、当社について、特定第二号措置を講ずる必要がある旨の特定認定を行った場合 

● 信用リスク 
本社債は無担保の債務であり、当社が倒産等の事態に陥った場合、本社債に関する支払の一部または全部が
行われない可能性があります。 

● 劣後リスク 
本社債は劣後特約付社債であり、以下に示す事由（劣後事由）発生時以降は、当社の一般債務が全額弁済さ
れるまで、本社債の元利金の支払は行われません。 

（劣後事由） 
① 日本の裁判所による当社の破産手続開始 
② 日本の裁判所による当社の会社更生手続開始 
③ 日本の裁判所による当社の民事再生手続開始 
④ 日本以外の法域で適用のある法にもとづく、当社の上記①ないし③に相当する破産、会社更生、民事再生、

その他同種の手続の開始 
● 価格変動リスク 

本社債の価格は当社の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価や市場金利等の変動、流通市場
の需給状況、本社債に付与される信用格付の見直し等により変動し、償還期日の前に中途換金した場合、そ
の売買価格は当初の投資元本を割り込むことがあります。 

● 再投資リスク 
当社は、あらかじめ金融庁長官の確認を受けたうえで、株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ第41
回期限前償還条項付無担保社債（実質破綻時免除特約および劣後特約付）を2030年７月29日に、または払込
期日以降、以下に示す税務事由もしくは資本事由が発生し、かつ継続している場合に、残存する本社債の全
部（一部は不可）を当社の任意で期限前償還される場合、期限前償還期日までの経過利息を付して額面金額
にて償還されます。かかる期限前償還された金額をその時点で一般実勢レートで再投資した場合に、投資家
はかかる期限前償還がなされない場合に得られる本社債の利金と同等の利回りが得られない可能性（再投資
リスク）があります。 

（税務事由） 
日本の税制またはその解釈の変更等により、本社債の利息の損金算入が認められないこととなり、当社が合
理的な措置を講じてもかかる損金不算入を回避することができない旨の意見書を、当社が、日本において全
国的に認知されており、かつ当該事由に関して経験を有する法律事務所または税務の専門家から受領した場
合 

（資本事由） 
当社が、金融庁その他の監督当局と協議の結果、本社債が、日本の銀行監督規則に定める自己資本比率規制
上の自己資本算入基準にもとづき当社のTier２資本に係る基礎項目として扱われないおそれがあると判断し
た場合（本社債の金額がTier２資本に係る基礎項目として認識される金額に関する制限の超過を理由とする
場合を除く。） 

● 流動性リスク 
本社債の活発な流通市場は確立されていません。従って、中途換金は困難となることがあります。仮に本社
債を償還期日までに売却することができたとしてもその売買価格は、金利水準や当社の信用度などの要因に
より、当初の投資元本を著しく下回る可能性があります。また本社債は劣後債務であることから、関連法令
により買入消却を行うことができるのは、当社の任意によるものであり、かつ金融庁長官の確認を含む一定
の条件を満たした場合のみに限定されています。従って、当社は社債権者からの申し出による中途換金を目
的とした本社債の買入消却は行いません。 

● 課税上の取扱い 
本社債の課税上の一般的な取扱いは、現行税制上以下のとおりと考えられますが、各社債権者の個別的な課
税上の取扱いは異なる可能性があり、また、将来において、本社債について課税上の取扱いが変更される可
能性があります。 
① 本社債は、特定口座を取り扱う金融商品取引業者の特定口座において取り扱うことができます。 
② 本社債の利息は現行税制の定めるところにより、利子として課税されます。日本国の居住者が支払を受け

る本社債の利息は、20.315％（所得税、復興特別所得税及び地方税の合計）の源泉税が課されます。その
上で、日本国の居住者は、申告不要制度または申告分離課税を選択することができ、申告分離課税を選択
した場合、20.315％（所得税、復興特別所得税及び地方税の合計）の税率が適用されます。申告不要制度
を選択した場合、当該源泉税の徴収により課税関係は終了します。内国法人が支払を受ける本社債の利息
は、それが国内における支払の取扱者を通じて支払われる場合には、15.315％（国税）の源泉所得税が課
され、当該利息は課税所得に含められ日本国の所得に関する租税の課税対象となります。ただし、当該法
人は上記源泉所得税額を一定の制限のもとで、日本国の所得に関する租税から控除することができます。 

③ 本社債の譲渡または償還による損益のうち、日本国の居住者に帰属する譲渡損益または償還差損益は、
20.315％（所得税、復興特別所得税及び地方税の合計）の税率による申告分離課税の対象となります。た
だし、特定口座のうち当該口座内で生じる所得に対する源泉徴収を日本国の居住者が選択したもの（源泉
徴収選択口座）における本社債の譲渡または償還による所得は、確定申告を不要とすることができ、その
場合の源泉徴収税率は、申告分離課税における税率と同じです。また、内国法人の場合は、当該譲渡損益
または償還差損益は、当該法人のその事業年度の日本国の租税の課税対象となる所得の金額を構成します。 

④ 日本国の居住者は、本社債の利息、譲渡損益および償還差損益について、一定の条件に従い、他の特定公
社債や上場株式等の譲渡所得、利子所得及び配当所得と損益通算及び繰越控除を行うことができます。 
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【表紙】

【発行登録追補書類番号】 ７－関東１－１

【提出書類】 発行登録追補書類

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2025年７月15日

【会社名】 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ

【英訳名】 Mitsubishi UFJ Financial Group, Inc.

【代表者の役職氏名】 代表執行役社長 亀 澤 宏 規

【本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

【電話番号】 (03)3240－8111(代表)

【事務連絡者氏名】 財務企画部次長 伊 藤 潤

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

【電話番号】 (03)3240－8111(代表)

【事務連絡者氏名】 財務企画部次長 伊 藤 潤

【発行登録の対象とした募集有価証券の種類】 社債

【今回の募集金額】 第40回無担保社債(実質破綻時免除特
約および劣後特約付)(10年債)

69,000百万円

第41回期限前償還条項付無担保社債
(実質破綻時免除特約および劣後特約
付)(10年債)

93,000百万円

計 162,000百万円

【発行登録書の内容】

提出日 2025年６月16日

効力発生日 2025年６月24日

有効期限 2027年６月23日

発行登録番号 ７－関東１

発行予定額又は発行残高の上限(円) 発行予定額 50,000億円

【これまでの募集実績】

(発行予定額を記載した場合)

番号 提出年月日 募集金額(円) 減額による訂正年月日 減額金額(円)

－ － － － －

実績合計額(円)
なし

(なし)
減額総額(円) なし

(注) 実績合計額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額(下段( )書きは、発行価額の総額の合計額)にもとづき

算出した。

【残額】 (発行予定額－実績合計額－減額総額) 50,000億円

(50,000億円)

(注) 残額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額(下
段( )書きは、発行価額の総額の合計額)にもとづ
き算出した。

(発行残高の上限を記載した場合)

該当事項はありません。

【残高】 (発行残高の上限－実績合計額＋償還総額－減額総額) －円



【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

株式会社名古屋証券取引所

(名古屋市中区栄三丁目８番20号)
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第一部 【証券情報】

第１ 【募集要項】

１ 【新規発行社債(短期社債を除く。)(第40回無担保社債(実質破綻時免除特約および劣後特約付)(10

年債))】

銘柄
株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ第40回無担保社
債(実質破綻時免除特約および劣後特約付)

記名・無記名の別 －

券面総額又は振替社債の総額(円) 69,000百万円

各社債の金額(円) 100万円

発行価額の総額(円) 69,000百万円

発行価格(円) 額面100円につき金100円

利率(％) 年2.389％

利払日 毎年１月29日および７月29日

利息支払の方法

１ 利息支払の方法および期限
(1) 本社債の利息は、払込期日の翌日から償還期日までこれ

をつけ、2026年１月29日を第１回の支払期日としてその
日までの分を支払い、その後毎年１月29日および７月29
日の２回に各その日までの前半か年分を支払う。ただし、
半か年に満たない利息を計算するときは、その半か年間
の日割でこれを計算する。

(2) 利息を支払うべき日が銀行休業日にあたるときは、その
支払は前銀行営業日にこれを繰り上げる。

(3) 償還期日後は本社債には利息をつけない。
(4) 本社債の利息の支払については、本項のほか、別記

「(注)４ 実質破綻時免除特約」に定める実質破綻時免
除特約および別記「(注)５ 劣後特約」に定める劣後特
約に従う。

２ 利息の支払場所
別記「(注)14 元利金の支払」記載のとおり。

償還期限 2035年７月27日

償還の方法

１ 償還金額
額面100円につき金100円

２ 償還の方法および期限
(1) 本社債の元金は、本項第(2)号にもとづき期限前償還され

る場合を除き、2035年７月27日にその総額を償還する。
(2) 当社は、払込期日以降、税務事由(下記に定義する。)ま

たは資本事由(下記に定義する。)(以下「特別事由」と総
称する。)が発生し、かつ当該特別事由が継続している場
合、あらかじめ金融庁長官の確認を受けたうえで、残存
する本社債の全部(一部は不可)を、期限前償還がなされ
る日(以下「期限前償還期日」という。)までの経過利息
を付して、額面100円につき金100円の割合で、期限前償
還することができる。
「税務事由」とは、日本の税制またはその解釈の変更等
により、本社債の利息の損金算入が認められないことと
なり、当社が合理的な措置を講じてもかかる損金不算入
を回避することができない旨の意見書を、当社が、日本
において全国的に認知されており、かつ当該事由に関し
て経験を有する法律事務所または税務の専門家から受領
した場合をいう。この場合、当社は、当該意見書を社債
管理者に交付する。
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「資本事由」とは、当社が、金融庁その他の監督当局と
協議の結果、本社債が、日本の銀行監督規則に定める自
己資本比率規制上の自己資本算入基準にもとづき当社の
Tier２資本に係る基礎項目として扱われないおそれがあ
ると判断した場合(本社債の金額がTier２資本に係る基礎
項目として認識される金額に関する制限の超過を理由と
する場合を除く。)をいう。この場合、当社は、資本事由
に該当する旨およびその旨を示す具体的事実(金融庁その
他の監督当局との協議の結果を含む。)を記載した当社の
取締役により署名または記名押印された証明書を社債管
理者に交付する。

(3) 当社は、本項第(2)号にもとづき本社債を期限前償還しよ
うとする場合、その旨および期限前償還期日その他必要
事項を、当該期限前償還期日に先立つ45日以上60日以下
の期間内に同号にもとづく証明書および意見書(必要な場
合に限る。)を添えて社債管理者に通知し、また、当該期
限前償還期日に先立つ30日以上45日以下の期間内に別記
「(注)11 公告の方法」に定める公告またはその他の方
法により社債権者に通知する。かかる社債管理者に対す
る通知および社債権者に対する公告またはその他の方法
による通知は取り消すことができない。また、本項第(2)
号に定める証明書および意見書は、当社の本店に備えら
れ、その営業時間中に社債権者の閲覧に供され、社債権
者はこれを謄写することができる。かかる謄写に要する
一切の費用はその申込人の負担とする。

(4) 本項第(3)号に別段の定めがある場合を除き、同号の手続
に要する一切の費用はこれを当社の負担とする。

(5) 本社債を償還すべき日(期限前償還期日を含み、以下「償
還期日」という。)が銀行休業日にあたるときは、その支
払は前銀行営業日にこれを繰り上げる。

(6) 本社債の買入消却は、払込期日の翌日以降いつでもあら
かじめ金融庁長官の確認を受けたうえでこれを行うこと
ができる。

(7) 本社債の償還については、本項のほか、別記「(注)４
実質破綻時免除特約」に定める実質破綻時免除特約およ
び別記「(注)５ 劣後特約」に定める劣後特約に従う。

３ 償還元金の支払場所
別記「(注)14 元利金の支払」記載のとおり。

募集の方法 国内における一般募集

申込証拠金(円)
額面100円につき金100円とし、払込期日に社債の払込金に振替
充当する。申込証拠金には利息をつけない。

申込期間 2025年７月16日～2025年７月28日

申込取扱場所 別項引受金融商品取引業者の本店および国内各支店

払込期日 2025年７月29日

振替機関
株式会社証券保管振替機構
東京都中央区日本橋兜町７番１号

担保の種類
本社債には担保および保証は付されておらず、また特に留保さ
れている資産はない。

財務上の特約(担保提供制限) 該当事項はありません。

財務上の特約(その他の条項) 該当事項はありません。

(注) １ 信用格付

本社債について信用格付業者から取得した信用格付および取得日、申込期間中に各信用格付業者が公表する

情報の入手方法は以下のとおり。(電話番号はシステム障害等により情報が入手できない場合の各信用格付

業者の連絡先)

(1) 株式会社格付投資情報センター(以下「Ｒ＆Ｉ」という。)

信用格付：ＡＡ－(ダブルＡマイナス)(取得日 2025年７月15日)

入手方法：Ｒ＆Ｉのホームページ(https://www.r-i.co.jp/rating/index.html)の「格付アクション・コ

メント」および同ページ右下の「一覧はこちら」をクリックしたリポート検索画面に掲載されている。

問合せ電話番号：03-6273-7471
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(2) 株式会社日本格付研究所(以下「ＪＣＲ」という。)

信用格付：ＡＡ－(ダブルＡマイナス)(取得日 2025年７月15日)

入手方法：ＪＣＲのホームページ(https://www.jcr.co.jp/)の「ニュースリリース」右端「一覧を見る」

をクリックして表示される「ニュースリリース」(https://www.jcr.co.jp/release/)に掲載されている。

問合せ電話番号：03-3544-7013

信用格付は債務履行の確実性(信用リスク)についての現時点における各信用格付業者の意見であり事実の表

明ではない。また、信用格付は、投資助言、販売推奨、または情報もしくは債務に対する保証ではない。信

用格付の評価の対象は信用リスクに限定されており、流動性リスク、市場価値リスク、価格変動リスク等、

信用リスク以外のリスクについて言及するものではない。各信用格付業者の信用格付は信用リスクの評価に

おいて各信用格付業者が必要と判断した場合に変更され、または情報の不足等により取り下げられることが

ある。各信用格付業者は評価にあたり信頼性が高いと判断した情報(発行体から提供された情報を含む。)を

利用しているが、入手した情報を独自に監査・検証しているわけではない。

２ 社債等振替法の適用

本社債は社債、株式等の振替に関する法律(平成13年法律第75号)(以下「社債等振替法」という。)の規定の

適用を受けるものとし、社債等振替法第67条第１項の規定にもとづき本社債の社債券は発行しない。

ただし、社債等振替法第67条第２項に規定される場合には、社債権者は当社に社債券を発行することを請求

できる。この場合、社債券の発行に要する費用は当社の負担とする。かかる請求により発行する社債券は無

記名式利札付に限り、社債権者は当該社債券を記名式とすることを請求することはできないものとし、その

分割または併合は行わない。

３ 期限の利益喪失に関する特約

(1) 本社債の社債権者は、本社債の元利金の支払につき、期限の利益を喪失させることはできない。

(2) 本社債の社債権者集会では、会社法(平成17年法律第86号)(以下「会社法」という。)第739条に定める決

議を行うことができない。

４ 実質破綻時免除特約

(1) 当社について実質破綻事由(下記に定義する。)が生じた場合、別記「償還の方法」欄第２項および別記

「利息支払の方法」欄第１項の規定にかかわらず、実質破綻事由が発生した時点から債務免除日(下記に

定義する。)までの期間中、本社債にもとづく元利金(ただし、実質破綻事由が生じた日までに弁済期限が

到来したものを除く。以下本項において同じ。)の支払請求権の効力は停止し、本社債にもとづく元利金

の弁済期限は到来しないものとし、債務免除日において、当社は本社債にもとづく元利金の支払義務を免

除されるものとする。

「実質破綻事由」とは、内閣総理大臣が、当社について、特定第二号措置(預金保険法(昭和46年法律第34

号)(以下「預金保険法」という。)において定義される意味を有するものとする。)を講ずる必要がある旨

の特定認定(預金保険法において定義される意味を有するものとする。)を行った場合をいう。

「債務免除日」とは、実質破綻事由が発生した日後10銀行営業日を超えない範囲で当社が金融庁その他の

監督当局と協議の上決定する日をいう。

(2) 実質破綻事由が生じた場合、当社はその旨、債務免除日および当社が本項に従い本社債にもとづく元利金

の支払義務を免除されることを、当該債務免除日の８銀行営業日前までに社債管理者に通知し、また、当

該債務免除日の前日までに本(注)第11項に定める公告またはその他の方法により社債権者に通知する。た

だし、社債権者に債務免除日の前日までに当該通知を行うことができないときは、債務免除日以降すみや

かにこれを行う。

(3) 本社債の社債要項に反する支払

実質破綻事由が生じた後、本社債にもとづく元利金の全部または一部が社債権者に対して支払われた場合

には、その支払は無効とし、社債権者はその受領した元利金をただちに当社に対して返還するものとす

る。

(4) 相殺禁止

実質破綻事由が生じた場合、本社債にもとづく元利金の支払請求権を相殺の対象とすることはできない。
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５ 劣後特約

(1) 本社債の償還および利息の支払は、当社につき破産手続開始、会社更生手続開始または民事再生手続開始

の決定があり、あるいは日本法によらない破産手続、会社更生手続、民事再生手続またはこれらに準ずる

手続が外国において行われる場合には、以下の規定に従って行われる。

① 破産の場合

本社債の社債要項に定められた元利金の弁済期限以前において、当社について破産手続開始の決定がな

され、かつ破産手続が継続している場合、本社債にもとづく元利金の支払請求権の効力は、以下の条件

が成就したときに発生するものとする。

(停止条件)

その破産手続の最後の配当のための配当表(更正された場合は、更正後のもの。)に記載された配当に加

うべき債権のうち、本社債にもとづく債権および本号①ないし④(本号なお書きの内容を含む。以下同

じ。)と実質的に同じ条件もしくはこれに劣後する条件を付された債権(ただし、本号③を除き本項と同

一の条件を付された債権は、本号①ないし④と実質的に同じ条件を付された債権とみなす。)を除くす

べての債権が、各中間配当、最後の配当および追加配当によって、その債権額につき全額の満足(配当、

供託を含む。)を受けたこと。

② 会社更生の場合

本社債の社債要項に定められた元利金の弁済期限以前において、当社について会社更生手続開始の決定

がなされ、かつ会社更生手続が継続している場合、本社債にもとづく元利金の支払請求権の効力は、以

下の条件が成就したときに発生するものとする。

(停止条件)

当社について更生計画認可の決定が確定したときにおける更生計画に記載された債権のうち、本社債に

もとづく債権および本号①ないし④と実質的に同じ条件もしくはこれに劣後する条件を付された債権

(ただし、本号③を除き本項と同一の条件を付された債権は、本号①ないし④と実質的に同じ条件を付

された債権とみなす。)を除くすべての債権が、その確定した債権額について全額の弁済を受けたこ

と。

③ 民事再生の場合

本社債の社債要項に定められた元利金の弁済期限以前において、当社について民事再生手続開始の決定

がなされ、かつ民事再生手続が継続している場合、本社債にもとづく元利金の支払請求権の効力は、以

下の条件が成就したときに発生するものとする。ただし、簡易再生および同意再生の場合は除く。

(停止条件)

当社について民事再生計画認可の決定が確定したときにおける民事再生計画に記載された債権のうち、

本社債にもとづく債権および本号①ないし④と実質的に同じ条件もしくはこれに劣後する条件を付され

た債権(ただし、本号③を除き本項と同一の条件を付された債権は、本号①ないし④と実質的に同じ条

件を付された債権とみなす。)を除くすべての債権が、その確定した債権額について全額の弁済を受け

たこと。

④ 日本法以外による倒産手続の場合

当社について日本法によらない破産手続、会社更生手続、民事再生手続またはこれに準ずる手続が外国

において本号①ないし③に準じて行われる場合、本社債にもとづく元利金の支払請求権の効力は、その

手続において本号①ないし③に記載の条件に準ずる条件が成就したときに、その手続上発生するものと

する。ただし、その手続上そのような条件を付すことが認められない場合には、本社債にもとづく元利

金の支払請求権の効力は当該条件にかかることなく発生するものとする。

なお、当社について破産手続が開始された場合、当該破産手続における本社債にもとづく元本および利息

の支払請求権の配当の順位は、破産法(平成16年法律第75号)に規定する劣後的破産債権に後れるものとす

る。

(2) 上位債権者に対する不利益変更の制限

本社債の社債要項の各条項は、いかなる意味においても上位債権者に対して不利益を及ぼす内容に変更し

てはならず、そのような変更の合意はいかなる意味においても、またいかなる者に対しても効力を生じな

い。

(3) 上位債権者

本項において上位債権者とは、当社に対し、本社債および本項第(1)号①ないし④と実質的に同じ条件も

しくはこれに劣後する条件を付された債権(ただし、本項第(1)号③を除き本項と同一の条件を付された債

権は、本項第(1)号①ないし④と実質的に同じ条件を付された債権とみなす。)を除く債権を有するすべて

の者をいう。
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(4) 本社債の社債要項に反する支払

本社債にもとづく元利金の支払請求権の効力が、本項第(1)号①ないし④に従って発生していないにもか

かわらず、その元利金の全部または一部が社債権者に対して支払われた場合には、その支払は無効とし、

社債権者はその受領した元利金をただちに当社に対して返還するものとする。

(5) 相殺禁止

本社債にもとづく元利金の支払請求権の効力が、本項第(1)号①ないし④に従ってそれぞれ定められた条

件が成就したときに発生するものとされる場合、当該条件が成就するまでの間は、本社債にもとづく元利

金の支払請求権を相殺の対象とすることはできない。

６ 社債管理者に対する定期報告

(1) 当社は、平常社債管理者にその事業の概況を報告し、毎事業年度の決算および剰余金の処分(会社法第454

条第５項に定める中間配当を含む。)については、社債管理者にこれを通知するものとする。当社が、会

社法第441条第１項に定められた一定の日において臨時決算を行った場合もまた同様とする。

(2) 当社は、金融商品取引法(昭和23年法律第25号)にもとづき、有価証券報告書、半期報告書、臨時報告書な

らびに訂正報告書およびそれらの添付書類を関東財務局長に提出した場合には、社債管理者に遅滞なくそ

の旨を通知する。ただし、社債管理者がそれらの写の提出を要求した場合には、当社は社債管理者にそれ

らの写を提出する。

７ 社債管理者に対する通知

(1) 当社は、次の各場合にはあらかじめ書面により社債管理者に通知しなければならない。

① 当社の事業経営に不可欠な資産を譲渡し、または貸与しようとするとき。

② 事業の全部または重要な部分を変更し、休止もしくは廃止しようとするとき。

③ 資本金または資本準備金もしくは利益準備金の額を減少しようとするとき。

④ 合併(簡易合併による場合を除く。)または会社分割(簡易分割による場合を除く。)をしようとすると

き。

(2) 本社債発行後、社債原簿に記載すべき事由が生じたときおよび変更が生じたときは、当社は遅滞なく社債

原簿にその旨を記載し、代表者の記名捺印した書面をもって社債管理者に通知しなければならない。

８ 債権者の異議手続における社債管理者の権限

社債管理者は、会社法第740条第２項本文の規定にかかわらず、同条第１項に定める異議の申立てに関し、

社債権者集会の決議によらずに社債権者のために異議を述べることは行わない。

９ 社債管理者の辞任

社債管理者は、社債権者と社債管理者との間で利益が相反する場合(利益が相反するおそれがある場合を含

む。)、その他正当な事由があるときは、社債管理者の事務を承継する者を定めて辞任することができる。

10 社債管理者の請求による調査権限

(1) 社債管理者は、本社債の管理委託契約の定めるところに従い、社債管理者の権限を行使し、または義務を

履行するために必要であると認めたときは、当社ならびに当社の連結子会社および持分法適用会社の事

業、経理、帳簿書類等に関する報告書の提出を請求し、または自らこれらにつき調査することができる。

(2) 前号の場合で、社債管理者が当社ならびに当社の連結子会社および持分法適用会社の調査を行うときは、

当社は、これに協力するものとする。

11 公告の方法

本社債に関して社債権者に対し公告する場合には、法令に別段の定めがあるものを除き、当社の定款所定の

方法によりこれを行う。ただし、社債管理者が社債権者のために必要と認める場合には、定款所定の方法に

加えて、東京都および大阪市で発行される各１種以上の新聞紙にもこれを掲載する。ただし、重複するもの

があるときは、これを省略することができる。

12 社債権者集会

(1) 本社債の社債権者集会は、当社または社債管理者がこれを招集するものとし、社債権者集会の日の３週間

前までに社債権者集会を招集する旨および会社法第719条各号所定の事項を公告する。

(2) 本社債の社債権者集会は、東京都においてこれを行う。

(3) 本社債の総額(償還済みの額を除く。また、当社が有する本社債の金額はこれに算入しない。)の10分の１

以上にあたる本社債を有する社債権者は、本社債に関する社債等振替法第86条に定める書面(本(注)第２

項ただし書にもとづき本社債の社債券が発行される場合は当該社債券)を社債管理者に提示したうえ、社

債権者集会の目的である事項および招集の理由を記載した書面を当社または社債管理者に提出して社債権

者集会の招集を請求することができる。

(4) 本社債および本社債と同一の種類(会社法第681条第１号に定める種類をいう。)の社債の社債権者集会は、

一つの集会として開催される。前３号の規定は、本号の社債権者集会について準用する。

13 発行代理人および支払代理人

別記「振替機関」欄記載の振替機関が定める業務規程にもとづく本社債の発行代理人業務および支払代理人

業務は、株式会社りそな銀行がこれを取り扱う。
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14 元利金の支払

本社債の元利金は、社債等振替法および別記「振替機関」欄記載の振替機関が定める業務規程その他の規則

に従って支払われる。

15 社債要項の公示

当社は、その本店に本社債の社債要項の写を備え置き、その営業時間中、一般の閲覧に供する。

２ 【社債の引受け及び社債管理の委託(第40回無担保社債(実質破綻時免除特約および劣後特約付)(10

年債))】

(1) 【社債の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所
引受金額
(百万円)

引受けの条件

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレ
ー証券株式会社

東京都千代田区大手町一丁目９番２号 57,500
１ 引受人は本社債の

全額につき共同し
て 買 取 引 受 を 行
う。

２ 本社債の引受手数
料は額面100円につ
き金50銭とする。

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目13番１号 5,000

東海東京証券株式会社
愛知県名古屋市中村区名駅四丁目７番１
号

3,000

岡三証券株式会社 東京都中央区日本橋室町二丁目２番１号 2,000

丸三証券株式会社 東京都千代田区麹町三丁目３番６号 1,500

計 ― 69,000 ―

(注) １ 本社債は金融商品取引業等に関する内閣府令(以下「金商業等府令」という。)第153条第１項第４号ハに掲

げる社債券に該当し、当社は金商業等府令第147条第３号に規定する本社債の主幹事会社である三菱ＵＦＪ

モルガン・スタンレー証券株式会社の親法人等に該当します。三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会

社は当社の連結子会社です。当社は本社債の発行価格及び利率(以下「発行価格等」という。)の決定を公正

かつ適切に行うため、本社債の発行価格等は、日本証券業協会の定める「有価証券の引受け等に関する規

則」第25条の２に規定されるプレ・マーケティングの手続きに従い決定しました。

２ 引受人のうち三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社は、以下の金融商品仲介業務を行う登録金融機

関に、本社債の募集の取扱いを一部委託します。

金融商品仲介業務を行う登録金融機関の名称：株式会社三菱ＵＦＪ銀行

住所：東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

金融商品仲介業務を行う登録金融機関の名称：三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

住所：東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

金融商品仲介業務を行う登録金融機関は、当該引受人の委託を受け、本社債の募集の取扱いを行いますが、

店舗によっては、募集の取扱いが行われない場合があります。

(2) 【社債管理の委託】

社債管理者の名称 住所 委託の条件

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町二丁目２番１号

１ 社債管理者は、本社債の管理を
受託する。

２ 本社債の管理手数料について
は、社債管理者に、期中におい
て年間額面100円につき金１銭
を支払うこととしている。
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３ 【新規発行社債(短期社債を除く。)(第41回期限前償還条項付無担保社債(実質破綻時免除特約およ

び劣後特約付)(10年債))】

銘柄
株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ第41回期限前償
還条項付無担保社債(実質破綻時免除特約および劣後特約付)

記名・無記名の別 －

券面総額又は振替社債の総額(円) 93,000百万円

各社債の金額(円) 100万円

発行価額の総額(円) 93,000百万円

発行価格(円) 額面100円につき金100円

利率(％)

１ 2025年７月29日の翌日から2030年７月29日まで
年1.796％

２ 2030年７月29日の翌日以降
別記「利息支払の方法」欄第２項の規定にもとづき定めら
れる５年国債金利に0.720％を加算したもの(ただし、かか
る利率が０％を下回る場合は、０％)とする。

利払日 毎年１月29日および７月29日

利息支払の方法

１ 利息支払の方法および期限
(1) 本社債の利息は、払込期日の翌日から償還期日(ただし、

期限前償還がなされる場合については期限前償還がなさ
れる日(以下「期限前償還期日」という。)。)までこれを
つけ、2026年１月29日を第１回の支払期日としてその日
までの分を支払い、その後毎年１月29日および７月29日
の２回に各その日までの前半か年分を支払う。ただし、
半か年に満たない利息を計算するときは、その半か年間
の日割でこれを計算する。

(2) 利息を支払うべき日が銀行休業日(東京における銀行休業
日をいう。以下同じ。)にあたるときは、その支払は前銀
行営業日(東京における銀行営業日をいう。以下同じ。)
にこれを繰り上げる。

(3) 償還期日(ただし、期限前償還がなされる場合については
期限前償還期日。)後は本社債には利息をつけない。

(4) 本社債の利息の支払については、本項のほか、別記
「(注)４ 実質破綻時免除特約」に定める実質破綻時免
除特約および別記「(注)５ 劣後特約」に定める劣後特
約に従う。

２ 適用利率の決定
(1) 別記「利率」欄第２項の規定にもとづき決定される本社

債の利率は、2030年７月29日の２銀行営業日前(以下「利
率決定日」という。)の午前10時に国債金利情報ページ
(財務省ウェブサイト内「国債金利情報」のページ
(https://www.mof.go.jp/jgbs/reference/interest_rate/
index.htm)もしくはその承継ページまたは当該ページか
らリンクされる日本国債の金利情報を記載したページも
しくは当該ページからダウンロードできるファイルをい
う。本項において以下同じ。)において公表される、利率
決定日の前銀行営業日(以下「利率基準日」という。)現
在の流通市場における実勢価格に基づいて算出された期
間５年の固定利付日本国債の半年複利金利(半年複利ベー
スの最終利回りをいう。以下同じ。)として表示される利
率(以下「５年国債金利」という。)に0.720％を加算した
もの(ただし、かかる利率が０％を下回る場合は、０％)
とする。
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(2) 利率決定日の午前10時に、国債金利情報ページに５年国
債金利が表示されていない場合または国債金利情報ペー
ジが利用不能となった場合には、利率決定日に当社は本
項第(5)号に定める参照国債ディーラーに対し、利率基準
日の午後３時現在提示可能であった本項第(6)号に定める
参照５年国債の半年複利金利のオファー・レートおよび
ビッド・レート(以下「提示レート」という。)の提示を
求めるものとし、提示レートの算術平均値を本項第(1)号
に定める５年国債金利とする。
提示レートが４つ以上の参照国債ディーラーから提示さ
れた場合には、その最も高い値と低い値をそれぞれ１つ
ずつ除き、残りの提示レートの算術平均値を本項第(1)号
に定める５年国債金利とする。

(3) 本項第(2)号の場合で、提示レートが２つまたは３つの参
照国債ディーラーから提示された場合には、それらの算
術平均値を本項第(1)号に定める５年国債金利とする。

(4) 本項第(2)号の場合で、提示レートが２つに満たなかった
場合には、当該利率決定日より前の銀行営業日の午前10
時現在の国債金利情報ページにおいて、その前銀行営業
日現在の流通市場における実勢価格に基づいて算出され
た期間５年の固定利付日本国債の半年複利金利として表
示されていた利率のうち、当該利率決定日に最も近接す
る銀行営業日の午前10時現在の国債金利情報ページにお
いて表示されていた利率を本項第(1)号に定める５年国債
金利とする。

(5) 参照国債ディーラーとは、社債管理者と協議のうえで国
債市場特別参加者(国債の発行等に関する省令第５条第２
項に基づき財務省が指定する国債市場特別参加者をい
う。)から最大５社選定する金融機関とする。

(6) 参照５年国債とは、参照国債ディーラーから当社が選定
する金融機関が選定する固定利付国債で、償還期日また
はその前後に満期が到来し、選定時において市場の慣行
として５年満期の新発円建て社債の条件決定において参
照されることが合理的に想定されるものをいう。

(7) 当社は、社債管理者に本項第(1)号ないし第(4)号に定め
る利率確認事務を委託し、社債管理者は利率決定日に当
該利率を確認する。

(8) 当社および社債管理者はその本店において、2030年７月
29日の翌日から５銀行営業日以内に、上記により決定さ
れた本社債の利率を、その営業時間中、一般の閲覧に供
する。ただし、当社については、当該利率を自らのホー
ムページ上に掲載することをもって、これに代えること
ができるものとする。

３ 利息の支払場所
別記「(注)14 元利金の支払」記載のとおり。

償還期限 2035年７月27日

償還の方法

１ 償還金額
額面100円につき金100円

２ 償還の方法および期限
(1) 本社債の元金は、本項第(2)号または第(4)号にもとづき

期限前償還される場合を除き、2035年７月27日にその総
額を償還する。

(2) 当社は、2030年７月29日に、あらかじめ金融庁長官の確
認を受けたうえで、残存する本社債の全部(一部は不可)
を、期限前償還期日までの経過利息を付して、額面100円
につき金100円の割合で、期限前償還することができる。

(3) 当社は、本項第(2)号にもとづき本社債を期限前償還しよ
うとする場合、その旨および期限前償還期日その他必要
事項を、期限前償還期日に先立つ25日以上60日以下の期
間内に別記「(注)11 公告の方法」に定める公告または
その他の方法により社債権者に通知する。
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(4) 当社は、払込期日以降、税務事由(下記に定義する。)ま
たは資本事由(下記に定義する。)(以下「特別事由」と総
称する。)が発生し、かつ当該特別事由が継続している場
合、あらかじめ金融庁長官の確認を受けたうえで、残存
する本社債の全部(一部は不可)を、期限前償還期日まで
の経過利息を付して、額面100円につき金100円の割合で、
期限前償還することができる。
「税務事由」とは、日本の税制またはその解釈の変更等
により、本社債の利息の損金算入が認められないことと
なり、当社が合理的な措置を講じてもかかる損金不算入
を回避することができない旨の意見書を、当社が、日本
において全国的に認知されており、かつ当該事由に関し
て経験を有する法律事務所または税務の専門家から受領
した場合をいう。この場合、当社は、当該意見書を社債
管理者に交付する。
「資本事由」とは、当社が、金融庁その他の監督当局と
協議の結果、本社債が、日本の銀行監督規則に定める自
己資本比率規制上の自己資本算入基準にもとづき当社の
Tier２資本に係る基礎項目として扱われないおそれがあ
ると判断した場合(本社債の金額がTier２資本に係る基礎
項目として認識される金額に関する制限の超過を理由と
する場合を除く。)をいう。この場合、当社は、資本事由
に該当する旨およびその旨を示す具体的事実(金融庁その
他の監督当局との協議の結果を含む。)を記載した当社の
取締役により署名または記名押印された証明書を社債管
理者に交付する。

(5) 当社は、本項第(4)号にもとづき本社債を期限前償還しよ
うとする場合、その旨および期限前償還期日その他必要
事項を、当該期限前償還期日に先立つ45日以上60日以下
の期間内に同号にもとづく証明書および意見書(必要な場
合に限る。)を添えて社債管理者に通知し、また、当該期
限前償還期日に先立つ30日以上45日以下の期間内に別記
「(注)11 公告の方法」に定める公告またはその他の方
法により社債権者に通知する。かかる社債管理者に対す
る通知および社債権者に対する公告またはその他の方法
による通知は取り消すことができない。また、本項第(4)
号に定める証明書および意見書は、当社の本店に備えら
れ、その営業時間中に社債権者の閲覧に供され、社債権
者はこれを謄写することができる。かかる謄写に要する
一切の費用はその申込人の負担とする。

(6) 本項第(5)号に別段の定めがある場合を除き、同号の手続
に要する一切の費用はこれを当社の負担とする。

(7) 本社債を償還すべき日(以下「償還期日」という。なお、
本号においては期限前償還期日を含む。)が銀行休業日に
あたるときは、その支払は前銀行営業日にこれを繰り上
げる。

(8) 本社債の買入消却は、払込期日の翌日以降いつでもあら
かじめ金融庁長官の確認を受けたうえでこれを行うこと
ができる。

(9) 本社債の償還については、本項のほか、別記「(注)４
実質破綻時免除特約」に定める実質破綻時免除特約およ
び別記「(注)５ 劣後特約」に定める劣後特約に従う。

３ 償還元金の支払場所
別記「(注)14 元利金の支払」記載のとおり。

募集の方法 国内における一般募集

申込証拠金(円)
額面100円につき金100円とし、払込期日に社債の払込金に振替
充当する。申込証拠金には利息をつけない。

申込期間 2025年７月16日～2025年７月28日

申込取扱場所 別項引受金融商品取引業者の本店および国内各支店

払込期日 2025年７月29日

振替機関
株式会社証券保管振替機構
東京都中央区日本橋兜町７番１号

担保の種類
本社債には担保および保証は付されておらず、また特に留保さ
れている資産はない。
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財務上の特約(担保提供制限) 該当事項はありません。

財務上の特約(その他の条項) 該当事項はありません。

(注) １ 信用格付

本社債について信用格付業者から取得した信用格付および取得日、申込期間中に各信用格付業者が公表する

情報の入手方法は以下のとおり。(電話番号はシステム障害等により情報が入手できない場合の各信用格付

業者の連絡先)

(1) 株式会社格付投資情報センター(以下「Ｒ＆Ｉ」という。)

信用格付：ＡＡ－(ダブルＡマイナス)(取得日 2025年７月15日)

入手方法：Ｒ＆Ｉのホームページ(https://www.r-i.co.jp/rating/index.html)の「格付アクション・コ

メント」および同ページ右下の「一覧はこちら」をクリックしたリポート検索画面に掲載されている。

問合せ電話番号：03-6273-7471

(2) 株式会社日本格付研究所(以下「ＪＣＲ」という。)

信用格付：ＡＡ－(ダブルＡマイナス)(取得日 2025年７月15日)

入手方法：ＪＣＲのホームページ(https://www.jcr.co.jp/)の「ニュースリリース」右端「一覧を見る」

をクリックして表示される「ニュースリリース」(https://www.jcr.co.jp/release/)に掲載されている。

問合せ電話番号：03-3544-7013

信用格付は債務履行の確実性(信用リスク)についての現時点における各信用格付業者の意見であり事実の表

明ではない。また、信用格付は、投資助言、販売推奨、または情報もしくは債務に対する保証ではない。信

用格付の評価の対象は信用リスクに限定されており、流動性リスク、市場価値リスク、価格変動リスク等、

信用リスク以外のリスクについて言及するものではない。各信用格付業者の信用格付は信用リスクの評価に

おいて各信用格付業者が必要と判断した場合に変更され、または情報の不足等により取り下げられることが

ある。各信用格付業者は評価にあたり信頼性が高いと判断した情報(発行体から提供された情報を含む。)を

利用しているが、入手した情報を独自に監査・検証しているわけではない。

２ 社債等振替法の適用

本社債は社債、株式等の振替に関する法律(平成13年法律第75号)(以下「社債等振替法」という。)の規定の

適用を受けるものとし、社債等振替法第67条第１項の規定にもとづき本社債の社債券は発行しない。

ただし、社債等振替法第67条第２項に規定される場合には、社債権者は当社に社債券を発行することを請求

できる。この場合、社債券の発行に要する費用は当社の負担とする。かかる請求により発行する社債券は無

記名式利札付に限り、社債権者は当該社債券を記名式とすることを請求することはできないものとし、その

分割または併合は行わない。

３ 期限の利益喪失に関する特約

(1) 本社債の社債権者は、本社債の元利金の支払につき、期限の利益を喪失させることはできない。

(2) 本社債の社債権者集会では、会社法(平成17年法律第86号)(以下「会社法」という。)第739条に定める決

議を行うことができない。

４ 実質破綻時免除特約

(1) 当社について実質破綻事由(下記に定義する。)が生じた場合、別記「償還の方法」欄第２項および別記

「利息支払の方法」欄第１項の規定にかかわらず、実質破綻事由が発生した時点から債務免除日(下記に

定義する。)までの期間中、本社債にもとづく元利金(ただし、実質破綻事由が生じた日までに弁済期限が

到来したものを除く。以下本項において同じ。)の支払請求権の効力は停止し、本社債にもとづく元利金

の弁済期限は到来しないものとし、債務免除日において、当社は本社債にもとづく元利金の支払義務を免

除されるものとする。

「実質破綻事由」とは、内閣総理大臣が、当社について、特定第二号措置(預金保険法(昭和46年法律第34

号)(以下「預金保険法」という。)において定義される意味を有するものとする。)を講ずる必要がある旨

の特定認定(預金保険法において定義される意味を有するものとする。)を行った場合をいう。

「債務免除日」とは、実質破綻事由が発生した日後10銀行営業日を超えない範囲で当社が金融庁その他の

監督当局と協議の上決定する日をいう。

(2) 実質破綻事由が生じた場合、当社はその旨、債務免除日および当社が本項に従い本社債にもとづく元利金

の支払義務を免除されることを、当該債務免除日の８銀行営業日前までに社債管理者に通知し、また、当

該債務免除日の前日までに本(注)第11項に定める公告またはその他の方法により社債権者に通知する。た

だし、社債権者に債務免除日の前日までに当該通知を行うことができないときは、債務免除日以降すみや

かにこれを行う。
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(3) 本社債の社債要項に反する支払

実質破綻事由が生じた後、本社債にもとづく元利金の全部または一部が社債権者に対して支払われた場合

には、その支払は無効とし、社債権者はその受領した元利金をただちに当社に対して返還するものとす

る。

(4) 相殺禁止

実質破綻事由が生じた場合、本社債にもとづく元利金の支払請求権を相殺の対象とすることはできない。

５ 劣後特約

(1) 本社債の償還および利息の支払は、当社につき破産手続開始、会社更生手続開始または民事再生手続開始

の決定があり、あるいは日本法によらない破産手続、会社更生手続、民事再生手続またはこれらに準ずる

手続が外国において行われる場合には、以下の規定に従って行われる。

① 破産の場合

本社債の社債要項に定められた元利金の弁済期限以前において、当社について破産手続開始の決定がな

され、かつ破産手続が継続している場合、本社債にもとづく元利金の支払請求権の効力は、以下の条件

が成就したときに発生するものとする。

(停止条件)

その破産手続の最後の配当のための配当表(更正された場合は、更正後のもの。)に記載された配当に加

うべき債権のうち、本社債にもとづく債権および本号①ないし④(本号なお書きの内容を含む。以下同

じ。)と実質的に同じ条件もしくはこれに劣後する条件を付された債権(ただし、本号③を除き本項と同

一の条件を付された債権は、本号①ないし④と実質的に同じ条件を付された債権とみなす。)を除くす

べての債権が、各中間配当、最後の配当および追加配当によって、その債権額につき全額の満足(配当、

供託を含む。)を受けたこと。

② 会社更生の場合

本社債の社債要項に定められた元利金の弁済期限以前において、当社について会社更生手続開始の決定

がなされ、かつ会社更生手続が継続している場合、本社債にもとづく元利金の支払請求権の効力は、以

下の条件が成就したときに発生するものとする。

(停止条件)

当社について更生計画認可の決定が確定したときにおける更生計画に記載された債権のうち、本社債に

もとづく債権および本号①ないし④と実質的に同じ条件もしくはこれに劣後する条件を付された債権

(ただし、本号③を除き本項と同一の条件を付された債権は、本号①ないし④と実質的に同じ条件を付

された債権とみなす。)を除くすべての債権が、その確定した債権額について全額の弁済を受けたこ

と。

③ 民事再生の場合

本社債の社債要項に定められた元利金の弁済期限以前において、当社について民事再生手続開始の決定

がなされ、かつ民事再生手続が継続している場合、本社債にもとづく元利金の支払請求権の効力は、以

下の条件が成就したときに発生するものとする。ただし、簡易再生および同意再生の場合は除く。

(停止条件)

当社について民事再生計画認可の決定が確定したときにおける民事再生計画に記載された債権のうち、

本社債にもとづく債権および本号①ないし④と実質的に同じ条件もしくはこれに劣後する条件を付され

た債権(ただし、本号③を除き本項と同一の条件を付された債権は、本号①ないし④と実質的に同じ条

件を付された債権とみなす。)を除くすべての債権が、その確定した債権額について全額の弁済を受け

たこと。

④ 日本法以外による倒産手続の場合

当社について日本法によらない破産手続、会社更生手続、民事再生手続またはこれに準ずる手続が外国

において本号①ないし③に準じて行われる場合、本社債にもとづく元利金の支払請求権の効力は、その

手続において本号①ないし③に記載の条件に準ずる条件が成就したときに、その手続上発生するものと

する。ただし、その手続上そのような条件を付すことが認められない場合には、本社債にもとづく元利

金の支払請求権の効力は当該条件にかかることなく発生するものとする。

なお、当社について破産手続が開始された場合、当該破産手続における本社債にもとづく元本および利息

の支払請求権の配当の順位は、破産法(平成16年法律第75号)に規定する劣後的破産債権に後れるものとす

る。

(2) 上位債権者に対する不利益変更の制限

本社債の社債要項の各条項は、いかなる意味においても上位債権者に対して不利益を及ぼす内容に変更し

てはならず、そのような変更の合意はいかなる意味においても、またいかなる者に対しても効力を生じな

い。
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(3) 上位債権者

本項において上位債権者とは、当社に対し、本社債および本項第(1)号①ないし④と実質的に同じ条件も

しくはこれに劣後する条件を付された債権(ただし、本項第(1)号③を除き本項と同一の条件を付された債

権は、本項第(1)号①ないし④と実質的に同じ条件を付された債権とみなす。)を除く債権を有するすべて

の者をいう。

(4) 本社債の社債要項に反する支払

本社債にもとづく元利金の支払請求権の効力が、本項第(1)号①ないし④に従って発生していないにもか

かわらず、その元利金の全部または一部が社債権者に対して支払われた場合には、その支払は無効とし、

社債権者はその受領した元利金をただちに当社に対して返還するものとする。

(5) 相殺禁止

本社債にもとづく元利金の支払請求権の効力が、本項第(1)号①ないし④に従ってそれぞれ定められた条

件が成就したときに発生するものとされる場合、当該条件が成就するまでの間は、本社債にもとづく元利

金の支払請求権を相殺の対象とすることはできない。

６ 社債管理者に対する定期報告

(1) 当社は、平常社債管理者にその事業の概況を報告し、毎事業年度の決算および剰余金の処分(会社法第454

条第５項に定める中間配当を含む。)については、社債管理者にこれを通知するものとする。当社が、会

社法第441条第１項に定められた一定の日において臨時決算を行った場合もまた同様とする。

(2) 当社は、金融商品取引法(昭和23年法律第25号)にもとづき、有価証券報告書、半期報告書、臨時報告書な

らびに訂正報告書およびそれらの添付書類を関東財務局長に提出した場合には、社債管理者に遅滞なくそ

の旨を通知する。ただし、社債管理者がそれらの写の提出を要求した場合には、当社は社債管理者にそれ

らの写を提出する。

７ 社債管理者に対する通知

(1) 当社は、次の各場合にはあらかじめ書面により社債管理者に通知しなければならない。

① 当社の事業経営に不可欠な資産を譲渡し、または貸与しようとするとき。

② 事業の全部または重要な部分を変更し、休止もしくは廃止しようとするとき。

③ 資本金または資本準備金もしくは利益準備金の額を減少しようとするとき。

④ 合併(簡易合併による場合を除く。)または会社分割(簡易分割による場合を除く。)をしようとすると

き。

(2) 本社債発行後、社債原簿に記載すべき事由が生じたときおよび変更が生じたときは、当社は遅滞なく社債

原簿にその旨を記載し、代表者の記名捺印した書面をもって社債管理者に通知しなければならない。

８ 債権者の異議手続における社債管理者の権限

社債管理者は、会社法第740条第２項本文の規定にかかわらず、同条第１項に定める異議の申立てに関し、

社債権者集会の決議によらずに社債権者のために異議を述べることは行わない。

９ 社債管理者の辞任

社債管理者は、社債権者と社債管理者との間で利益が相反する場合(利益が相反するおそれがある場合を含

む。)、その他正当な事由があるときは、社債管理者の事務を承継する者を定めて辞任することができる。

10 社債管理者の請求による調査権限

(1) 社債管理者は、本社債の管理委託契約の定めるところに従い、社債管理者の権限を行使し、または義務を

履行するために必要であると認めたときは、当社ならびに当社の連結子会社および持分法適用会社の事

業、経理、帳簿書類等に関する報告書の提出を請求し、または自らこれらにつき調査することができる。

(2) 前号の場合で、社債管理者が当社ならびに当社の連結子会社および持分法適用会社の調査を行うときは、

当社は、これに協力するものとする。

11 公告の方法

本社債に関して社債権者に対し公告する場合には、法令に別段の定めがあるものを除き、当社の定款所定の

方法によりこれを行う。ただし、社債管理者が社債権者のために必要と認める場合には、定款所定の方法に

加えて、東京都および大阪市で発行される各１種以上の新聞紙にもこれを掲載する。ただし、重複するもの

があるときは、これを省略することができる。

12 社債権者集会

(1) 本社債の社債権者集会は、当社または社債管理者がこれを招集するものとし、社債権者集会の日の３週間

前までに社債権者集会を招集する旨および会社法第719条各号所定の事項を公告する。

(2) 本社債の社債権者集会は、東京都においてこれを行う。

(3) 本社債の総額(償還済みの額を除く。また、当社が有する本社債の金額はこれに算入しない。)の10分の１

以上にあたる本社債を有する社債権者は、本社債に関する社債等振替法第86条に定める書面(本(注)第２

項ただし書にもとづき本社債の社債券が発行される場合は当該社債券)を社債管理者に提示したうえ、社

債権者集会の目的である事項および招集の理由を記載した書面を当社または社債管理者に提出して社債権

者集会の招集を請求することができる。

(4) 本社債および本社債と同一の種類(会社法第681条第１号に定める種類をいう。)の社債の社債権者集会は、

一つの集会として開催される。前３号の規定は、本号の社債権者集会について準用する。
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13 発行代理人および支払代理人

別記「振替機関」欄記載の振替機関が定める業務規程にもとづく本社債の発行代理人業務および支払代理人

業務は、株式会社りそな銀行がこれを取り扱う。

14 元利金の支払

本社債の元利金は、社債等振替法および別記「振替機関」欄記載の振替機関が定める業務規程その他の規則

に従って支払われる。

15 社債要項の公示

当社は、その本店に本社債の社債要項の写を備え置き、その営業時間中、一般の閲覧に供する。

４ 【社債の引受け及び社債管理の委託(第41回期限前償還条項付無担保社債(実質破綻時免除特約およ

び劣後特約付)(10年債))】

(1) 【社債の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所
引受金額
(百万円)

引受けの条件

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレ
ー証券株式会社

東京都千代田区大手町一丁目９番２号 71,000
１ 引受人は本社債の

全額につき共同し
て 買 取 引 受 を 行
う。

２ 本社債の引受手数
料は額面100円につ
き金50銭とする。

東海東京証券株式会社
愛知県名古屋市中村区名駅四丁目７番１
号

6,000

岡三証券株式会社 東京都中央区日本橋室町二丁目２番１号 5,000

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 5,000

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目13番１号 5,000

丸三証券株式会社 東京都千代田区麹町三丁目３番６号 1,000

計 ― 93,000 ―

(注) １ 本社債は金融商品取引業等に関する内閣府令(以下「金商業等府令」という。)第153条第１項第４号ハに掲

げる社債券に該当し、当社は金商業等府令第147条第３号に規定する本社債の主幹事会社である三菱ＵＦＪ

モルガン・スタンレー証券株式会社の親法人等に該当します。三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会

社は当社の連結子会社です。当社は本社債の発行価格及び利率(以下「発行価格等」という。)の決定を公正

かつ適切に行うため、本社債の発行価格等は、日本証券業協会の定める「有価証券の引受け等に関する規

則」第25条の２に規定されるプレ・マーケティングの手続きに従い決定しました。

２ 引受人のうち三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社は、以下の金融商品仲介業務を行う登録金融機

関に、本社債の募集の取扱いを一部委託します。

金融商品仲介業務を行う登録金融機関の名称：株式会社三菱ＵＦＪ銀行

住所：東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

金融商品仲介業務を行う登録金融機関の名称：三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

住所：東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

金融商品仲介業務を行う登録金融機関は、当該引受人の委託を受け、本社債の募集の取扱いを行いますが、

店舗によっては、募集の取扱いが行われない場合があります。

(2) 【社債管理の委託】

社債管理者の名称 住所 委託の条件

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町二丁目２番１号

１ 社債管理者は、本社債の管理を
受託する。

２ 本社債の管理手数料について
は、社債管理者に、期中におい
て年間額面100円につき金１銭
を支払うこととしている。



― 14 ―

５ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額(百万円) 発行諸費用の概算額(百万円) 差引手取概算額(百万円)

162,000 1,250 160,750

(注) 上記金額は、第40回無担保社債(実質破綻時免除特約および劣後特約付)および第41回期限前償還条項付無担保

社債(実質破綻時免除特約および劣後特約付)の合計金額であります。

(2) 【手取金の使途】

上記差引手取概算額160,750百万円は、当社の連結子会社への出資金・貸出金(当該連結子会社の自己資本の充実

のための資金を含む。)、長期的な投資資金、業務運営上の一般運転資金または借入金の返済資金に2025年度上期中

を目処に充当する予定であります。

第２ 【売出要項】

該当事項はありません。
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】

本社債に対する投資の判断にあたっては、発行登録書、訂正発行登録書および本発行登録追補書類その他の内容の他

に、以下に示すような様々なリスクおよび留意事項を特に考慮する必要があります。ただし、本社債の取得時、保有時

および処分時における個別的な課税関係を含め、本社債に対する投資に係るすべてのリスクおよび留意事項を網羅した

ものではありません。当社の事業等のリスクについては、「第三部 参照情報 第２ 参照書類の補完情報」に掲げた

「事業等のリスク」をご参照ください。

なお、以下に示すリスクおよび留意事項に関し、本社債の社債要項の内容の詳細については、「第一部 証券情報

第１ 募集要項」をご参照ください。また、本「募集又は売出しに関する特別記載事項」中で使用される用語は、以下

で別途定義される用語を除き、それぞれ「第一部 証券情報 第１ 募集要項」中で定義された意味を有します。

(1) 本社債に付与された信用格付に関するリスク

本社債に付与される信用格付は、債務履行の確実性(信用リスク)についての現時点における信用格付業者の意見

であり事実の表明ではありません。また、信用格付は、投資助言、販売推奨、または情報もしくは債務に対する保

証ではありません。信用格付の評価の対象は信用リスクに限定されており、流動性リスク、市場価値リスク、価格

変動リスク等、信用リスク以外のリスクについて言及するものではありません。信用格付業者の信用格付は信用リ

スクの評価において信用格付業者が必要と判断した場合に変更され、または情報の不足等により取り下げられる(も

しくは保留される)ことがあります。信用格付業者は評価にあたり信頼性が高いと判断した情報(発行体から提供さ

れた情報を含みます。)を利用していますが、入手した情報を独自に監査・検証しているわけではありません。本社

債に付与される信用格付について、当社の経営状況または財務状況の悪化、当社に適用される規制の変更や信用格

付業者による将来の格付基準の見直し等により格下げがなされた場合、償還前の本社債の価格および市場での流動

性に悪影響を及ぼす可能性があります。

(2) 価格変動リスク

償還前の本社債の価格は、市場金利の変動、当社の経営状況または財務状況および本社債に付与された格付の状

況等により変動する可能性があります。

(3) 本社債の流動性に関するリスク

本社債の発行時においてその活発な流通市場は形成されておらず、またかかる市場が形成される保証はありませ

ん。したがって、本社債の社債権者は、本社債を売却できないか、または希望する条件では本社債を売却できず、

金利水準や当社の経営状況または財務状況および本社債に付与された格付の状況等により、投資元本を割り込む可

能性があります。

(4) 元利金免除に関するリスク

当社について実質破綻事由が生じた場合、当社は、本社債にもとづく元利金(ただし、実質破綻事由が生じた日ま

でに弁済期限が到来したものを除きます。本(4)において以下同じです。)の全部の支払義務を免除されます。この

場合、支払義務を免除された元利金がその後に回復することはありません。また、その免除の対価として当社の株

式その他の有価証券が交付されることはありません。したがって、これらの場合、劣後特約に定める一定の法的倒

産手続において本社債に実質的に劣後することとなる当社の普通株式や優先株式についての損失発生の有無および

程度にかかわらず、本社債の社債権者は、支払義務を免除された元利金の全部について、その支払を受けられない

こととなります。
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実質破綻事由の発生の有無は内閣総理大臣の判断に委ねられており、当社の意図にかかわらず発生する可能性が

あります。2016年４月に金融庁が公表し、2018年４月に改訂した「金融システムの安定に資する総損失吸収力(ＴＬ

ＡＣ)に係る枠組み整備の方針について」と題する文書、および、当社グループを含む本邦のグローバルなシステム

上重要な銀行(Ｇ－ＳＩＢｓ)について、2019年３月より段階的な適用が開始され、2022年３月31日より完全適用さ

れている本邦におけるＴＬＡＣ規制(以下「本邦ＴＬＡＣ規制」といいます。)によれば、(ⅰ)当社グループを含む

本邦のグローバルなシステム上重要な銀行(Ｇ－ＳＩＢｓ)、および(ⅱ)本邦におけるシステム上重要な銀行(Ｄ－Ｓ

ＩＢｓ)のうち、国際的な破綻処理の枠組みに対応する必要性が高く、かつ破綻の際に本邦の金融システムに与える

影響が特に大きいと認められる金融機関(以下「本邦ＴＬＡＣ対象ＳＩＢｓ」と総称します。)の処理戦略としては、

単一の当局が、金融機関グループの最上位に位置する持株会社等に対して破綻処理権限を行使することで、当該金

融グループを一体として処理する方法(ＳＰＥ(Ｓｉｎｇｌｅ Ｐｏｉｎｔ ｏｆ Ｅｎｔｒｙ)アプローチ。以下

「ＳＰＥアプローチ」といいます。)が望ましい処理戦略であると考えられています。その実現のため、本邦ＴＬＡ

Ｃ規制においては、本邦ＴＬＡＣ対象ＳＩＢｓの破綻処理時における損失の集約が必要な先である国内における破

綻処理銀行持株会社(以下「国内処理対象銀行持株会社」といいます。)に対して国内処理対象銀行持株会社の損失

吸収力および資本再構築力を有すると認められる資本・負債(以下「外部ＴＬＡＣ」といいます。)の所要水準を満

たすこと等が求められるとともに、外部ＴＬＡＣで確保した損失吸収力等を、国内処理対象銀行持株会社グループ

全体を危機に陥れる程度の損失を発生させ得る一定規模以上の金融システム上重要な業務を提供する国内の主要な

子会社(以下「主要子会社」といいます。)の損失吸収力等を有すると認められる資本・負債(以下「内部ＴＬＡＣ」

といいます。)として主要子会社に分配することでその所要水準を満たすこと等が求められたうえで、主要子会社に

財務危機事由が生じた場合に、主要子会社に生じた損失を国内処理対象銀行持株会社が吸収した後に、国内処理対

象銀行持株会社の株主・債権者により当該損失が吸収されることを可能とすることが考えられています(ただし、実

際にどのような処理を行うかについては、個別の事案毎に当該本邦ＴＬＡＣ対象ＳＩＢｓの実態を考慮のうえで決

定すべきこととされており、ＴＬＡＣを利用したＳＰＥアプローチを用いるか否かを含め、いかなる方法が選択さ

れるかは確定していません。)。そして、本邦ＴＬＡＣ規制にもとづき、当社グループでは、当社が国内処理対象銀

行持株会社として指定され、株式会社三菱ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社および三菱ＵＦＪモルガン・

スタンレー証券株式会社が主要子会社として指定されています。本邦ＴＬＡＣ規制によれば、ＴＬＡＣを利用した

ＳＰＥアプローチにもとづく秩序ある処理の具体例として、国内の主要子会社について、金融庁が当該主要子会社

の債務超過もしくは支払停止またはそれらのおそれがあると認めた場合に、代替手段の有無および緊急性等を考慮

したうえで、銀行法第52条の33第１項にもとづく命令のうち、内部ＴＬＡＣを用いた主要子会社の資本増強および

流動性回復を含む健全性の回復に係る命令を国内処理対象銀行持株会社に対して発したとき(以下「主要子会社の実

質破綻認定時」といいます。)は、内部ＴＬＡＣの条件(ローン契約等)に従い債務免除または普通株式への転換が行

われること(以下「内部ＴＬＡＣのトリガリング」といいます。)が想定されています。内部ＴＬＡＣのトリガリン

グが行われた場合において、国内処理対象銀行持株会社が預金保険法第126条の２第１項第２号に定める特定第二号

措置の適用要件を満たす場合には、当該国内処理対象銀行持株会社に対して特定第二号措置に係る特定認定および

特定管理を命ずる処分が行われることが想定されています。かかる秩序ある処理が当社グループに適用される場合

には、特定第二号措置に係る特定認定により、本社債のその時点における残額の全額について、債務免除が行われ

ることとなり、また、当社のその他Tier１資本調達手段および本社債以外のTier２資本調達手段の全額についても、

債務免除または普通株式への転換等が行われることとなります。

なお、本邦において実施されるＴＬＡＣに関する規制等の内容は、今後本邦当局により変更されることがありう

るため、その具体的な内容により、当社による本社債の元利金の返済能力や本社債の市場価値に悪影響が生じる可

能性があります。
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(5) 本社債の劣後性および当社子会社の債務に対する構造劣後性に関するリスク

本社債には劣後特約が付されており、当社につき当該劣後特約に定める一定の法的倒産手続に係る事由(劣後事

由)が発生し、かつ当該劣後事由が継続している場合には、当社の一般債務が全額弁済されるまで、本社債にもとづ

く元利金の支払は行われません。したがって、当社につき当該劣後事由が発生し、かつ当該劣後事由が継続してい

る場合、本社債の社債権者は、その投資元本の全部または一部の支払を受けられない可能性があります。

本社債には期限の利益喪失に関する特約は付されていません。また、本社債の社債権者は、会社法第739条に定め

る決議を行う権利を有さず、本社債が同条にもとづき期限の利益を喪失せしめられることはありません。

また、当社は、当社グループの子会社たる銀行および証券会社等とは別個の法人格を有する銀行持株会社であり、

当該銀行等に対する株式および債権以外に重要な資産を有しておらず、その収入の大部分を当該銀行等からの配当

その他の支払に依存しています。更に、当該銀行等の財政状態が悪化した場合等においては、当社および当該銀行

等に適用される会社法、銀行法、金融商品取引法、預金保険法、破産法等にもとづく法令上の規制または契約上の

制限等に従い、当該銀行等から当社への支払が行われなくなる可能性や、当該銀行等の損失を当社が吸収すること

を目的として、本社債その他の本社債と同順位のTier２資本調達手段およびその他Tier１資本調達手段を含む当社

の外部ＴＬＡＣ適格負債等の発行代わり金または借入金により当社が当該銀行等に対して内部ＴＬＡＣ適格性を有

するローン等を供与した上で、当該ローン契約等の条件に従い、主要子会社の実質破綻認定時において、内部ＴＬ

ＡＣのトリガリングが行われる可能性があり、また、その他にも、当該ローン等について、債務免除もしくは普通

株式への転換等またはその他の条件等の変更がなされる可能性があります。

これらのことから、当社グループの秩序ある処理として、当該銀行等の重要な機能を維持したまま、銀行持株会

社である当社については法的倒産手続の下での処理が行われる場合、本社債の社債権者は、当該銀行等の資産に対

して直接の請求権を有さず、また、本社債の社債権者を含む当社の債権者は、特定第二号措置に係る特定認定によ

り、当社について実質破綻事由が生じることとなり、本社債にもとづく元利金の全部の支払義務を免除されます。

その結果、当該銀行等の預金者やデリバティブ取引の相手方等の一般債権の債権者および劣後債権の債権者は、そ

の債権につきその条件に従って弁済を受けられることとなる可能性がある一方で、本社債の社債権者は、その債権

の全部につき弁済を受けられないこととなります(持株会社の構造劣後性)。

(6) 償還に関するリスク

当社は、払込期日以降、税務事由または資本事由が発生し、かつこれらの事由が継続している場合、あらかじめ

金融庁長官の確認を受けたうえで、残存する本社債の全部(一部は不可)を、期限前償還期日までの経過利息を付し

て、額面100円につき金100円の割合で期限前償還することができます。また、その他に、第41回社債については、

当社の任意による期限前償還条項が付されており、当社は、当該条項にもとづき第41回社債を期限前償還すること

ができます。

かかる期限前償還がなされた場合、本社債の社債権者は予定した将来の金利収入を得られなくなり、また、その

時点で再投資したときに、予定した金利利回りを達成できない可能性があります。

第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

該当事項はありません。
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第二部 【公開買付け又は株式交付に関する情報】

該当事項はありません。
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第三部 【参照情報】

第１ 【参照書類】

会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照

すること。

１ 【有価証券報告書及びその添付書類】

事業年度 第20期(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

2025年６月25日関東財務局長に提出

２ 【臨時報告書】

１の有価証券報告書提出後、本発行登録追補書類提出日(2025年７月15日)までに、金融商品取引法第24条の５第４

項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を2025年７月１日に関

東財務局長に提出
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第２ 【参照書類の補完情報】

上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書に記載された「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書の提

出日以降、本発行登録追補書類提出日(2025年７月15日)までの間において生じた変更その他の事由を反映し、その全体

を一括して以下に記載いたします。

また、当該有価証券報告書には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は、別段の記載がない限り、本

発行登録追補書類提出日(2025年７月15日)現在において判断したものであります。なお、当該将来に関する事項につい

ては、その達成を保証するものではありません。

「事業等のリスク」

当社グループは、各種のリスクシナリオが顕在化した場合の影響度と蓋然性に基づき、その重要性を判定しており、

今後約１年間で最も注意すべきリスク事象をトップリスクとして特定しています。2025年７月の当社リスク委員会にお

いて特定されたトップリスクのうち、主要なものは以下のとおりです。当社グループでは、トップリスクを特定するこ

とで、それに対しあらかじめ必要な対策を講じて可能な範囲でリスクを制御するとともに、リスクが顕在化した場合に

も機動的な対応が可能となるように管理を行っています。また、経営層を交えてトップリスクに関し議論することで、

リスク認識を共有した上で実効的対策を講じるように努めています。

主要なトップリスク

リスク事象 リスクシナリオ(例)

資本余力低下／リスクアセ
ット増加

・ グローバルに金利が上昇した場合の債券評価損の拡大等による資本運営への影
響。

外貨流動性リスク ・ 市況悪化による外貨流動性の枯渇又はコストの大幅な増加。

与信費用増加
・ グローバルベースで実体経済が急速に失速することに伴う与信費用増加。
・ 与信集中業種等における信用悪化に伴う与信費用増加。

ＩＴリスク
・ サイバー攻撃による顧客情報の流出、サービス停止及び評判悪化等。
・ システム障害発生による補償費用支払及び評判悪化等。

業務継続リスク
・ 自然災害、紛争、テロ、感染症等の外的要因による、当社グループの業務の全部

又は一部への障害及び対応費用増加。

気候変動に関するリスク

・ 気候変動に関するリスクへの対応や開示が不十分であると見做されることによる
当社グループの企業価値の毀損。

・ 取引先への影響を通じた当社グループの与信ポートフォリオ管理・運営への影
響。

当社及び当社グループの事業その他に関するリスクについて、上記トップリスクに係る分析を踏まえ、投資者の判断

に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項を以下に記載しております。また、必ずしもそのようなリス

ク要因に該当しない事項についても、投資者の投資判断上、重要であると考えられる事項は、投資者に対する積極的な

情報開示の観点から以下に開示しております。なお、当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回

避及び発生した場合の対応に努める所存です。
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外部環境等に関するリスク

１．本邦及び世界の経済の悪化のリスク

本邦及び世界の経済は、主要国における金融政策や財政政策の変更及び主要国の財政状態、主要な市場における産

業や通商政策の変更、為替レートの急速かつ大幅な変動、世界的なインフレ、デフレやスタグフレーション、不動産

市況の動向、金融機関に対する不安や懸念及び金融業界の動向、世界的な地政学リスク、国際的な商品供給や貿易活

動の停滞や変化、市場環境、規制環境あるいは事業環境の急速かつ大幅な変化等の要因から先行き不透明な状況で

す。本邦及び世界経済が悪化した場合、当社グループには、保有する有価証券等の市場価格の下落による損失、取引

先の業績悪化等による不良債権及び与信関係費用の増加、市場取引の相手先の信用力低下等による収益減少、外貨資

金流動性の悪化、外貨資金調達コストの増加、リスクアセットの増加等が生じる可能性があります。また、各国の中

央銀行の金融政策の変更によるグローバルな金利低下等に伴う資金収益力の低下等により、当社グループの収益力が

低下する可能性があります。さらに、経済活動の停滞による企業の新規投資や商取引の減少、個人消費の落ち込み、

先行き不透明な金融市場での投資意欲減退、お客様の預かり資産減少などが生じる可能性があります。

また、債券・株式市場や外国為替相場の大幅な変動により金融市場の混乱・低迷、世界的な金融危機が生じた場合

等には、当社グループが保有する金融商品の価値が下落し、適切な価格を参照できない状況が生じ、又は金融市場の

機能不全が生じ、当社グループが保有する金融商品において減損若しくは評価損が生じる可能性があります。

これらにより、当社グループの事業、財政状態及び経営成績に悪影響が及ぶ可能性があります。

２．外的要因(紛争・テロ・自然災害等)に関するリスク

紛争(深刻な政情不安を含みます。)、テロ、国家間対立やこれに起因する経済制裁、地震・風水害・感染症の流行

等の自然災害等の外的要因により、社会インフラに障害が発生し、当社グループの店舗、ＡＴＭ、システムセンター

その他の施設が被災し、又は業務の遂行に必要な人的資源の損失、又はその他正常な業務遂行を困難とする状況が発

生することで、当社グループの業務の全部又は一部が停止又は遅延するおそれ、あるいは事業戦略上の施策や市場・

規制環境の変化への対応が計画どおり実施できないおそれがあります。また、これらの事象に対応するため、予防的

なものも含めた追加の費用等が発生するおそれがあります。加えて、これらの事象により当社グループや取引先が事

業を行っている市場に混乱が生じるおそれがあります。これらにより、当社グループの財政状態や経営成績に悪影響

が生じる可能性があります。

また、当社グループは、自然災害のなかでも特に地震(津波を含みます。)による災害リスクにさらされており、首

都圏等当社グループの事業基盤が集中している地域において大規模な地震が発生した場合には、当社グループの財政

状態や経営成績に悪影響が生じる可能性があります。当社グループでは、このような災害等のリスクに対し、各国当

局の規制等を踏まえた業務継続態勢を整備し、訓練等を通じた検証を行うことにより、常にオペレーショナル・レジ

リエンス(紛争、テロ(含むサイバーテロ)、自然災害等の事象が発生しても、重要な業務を継続できる総合的な能力)

の強化を図っておりますが、必ずしもあらゆる事態に対応できるとは限りません。

３．サステナビリティに関するリスク

昨今、環境・社会課題の顕在化や持続可能な環境・社会の実現に向けた取組みに対する認識の高まりに伴い、当社

グループに対する社会的な期待は一層高まってきております。当社グループでは、「ＭＵＦＧ環境方針」及び「ＭＵ

ＦＧ人権方針」を定め、主要３子会社(株式会社三菱ＵＦＪ銀行(以下、「三菱ＵＦＪ銀行」といいます。)、三菱ＵＦ

Ｊ信託銀行株式会社(以下、「三菱ＵＦＪ信託銀行」といいます。)及び三菱ＵＦＪ証券ホールディングス株式会社(以

下、「三菱ＵＦＪ証券ホールディングス」といいます。)の法人のお客さま向け与信及び債券・株式引受において、

「ＭＵＦＧ環境・社会ポリシーフレームワーク」に基づき、環境・社会への影響が懸念される特定のセクターに対す

るポリシーを制定し、取引の対象となる事業の環境・社会に対するリスク及び影響を特定、評価するためのデューデ

リジェンスのプロセスを導入しています。当社グループは、気候変動について、当社が採用した情報開示に関する基

準や適用ある法令に沿ったリスクの把握・評価や情報開示の拡充、ガバナンスの強化に取り組んでおり、また、気候

変動に関する取組み、持続可能な環境・社会の実現に向けた取組みを進めております。
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サステナビリティに関する各取組みや情報開示は、関連する規制や市場等の動向を踏まえて進めていく必要があり

ますが、これらの変化のタイミングと影響は予測が困難であり、実施した各取組みや情報開示が不十分又は不適切で

あると見做された場合、各取組みや情報開示が当社の想定通り進捗しないあるいは批判の対象となった場合、規制の

変更、政策の多様化や市場の変化に十分に対応できない場合、又はそのように見做され、社会に対する責任を十分に

果たしていないと見做された場合などには、当社グループの企業価値の毀損に繋がるおそれがあり、当社グループの

事業、財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。とりわけ、気候変動については、脱炭素社会への

移行に関する政策変更、技術革新、市場の嗜好変化等に起因する移行リスク、気候変動それ自体による資産に対する

直接的な損傷や、サプライチェーンの寸断などに起因する物理的リスクが存在します。これらの気候変動に関するリ

スクにより、当社グループの事業活動が直接的に影響を受け、又は、当社グループのお客さまの事業や財務状況に影

響を及ぼし、お客さまへの影響を通じて当社グループの与信ポートフォリオ管理・運営に影響を与える等により当社

グループの財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

戦略及び出資先に関するリスク

４．競争、ビジネス戦略等に関するリスク

金融業界では、新たな技術の進展や規制緩和等に伴い、電子決済領域など、他業種から金融業界への参入が加速し

ており、今後も競争環境は益々厳しさを増す可能性があります。

また、当社グループは、収益力増強のためにグローバルベースで様々なビジネス戦略を実施しておりますが、競合

相手である他のグローバル金融機関による統合・買収・戦略的提携の進展等に伴い、競争が激化してきております。

そうした中、以下に述べるものをはじめとする様々な要因が生じた場合には、これら戦略が功を奏しない、当初想

定していた結果をもたらさない、又は変更を余儀なくされ、こうした競争的な事業環境において競争優位を得られな

い場合、当社グループの事業、財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

・ 取引先への貸出ボリュームの維持・増大が想定通りに進まないこと。

・ 貸出についての利鞘拡大が想定通りに進まないこと。

・ 当社グループの保有する金融資産の価値が予想以上に大きく変動すること。

・ 当社グループが想定している手数料収入を維持できない、あるいは目指している手数料収入の増大が想定通りに

進まないこと。

・ デジタルトランスフォーメーション戦略や新技術の採用の遅れ等により次世代の金融サービス提供が想定通りに

進まないこと。

・ 顧客や市場の新たな商品やサービスに対する需要が想定より急速に増加することにより、当社グループの金融商

品やサービスに対する需要が低下すること。

・ 効率化を図る戦略が想定通りに進まないこと。

・ 現在実施中又は今後実施する事業ポートフォリオの見直し、システム統合及び効率化戦略等が想定通り進捗せず、

顧客やビジネスチャンスの逸失若しくは想定を上回る費用が生じること。

・ 必要な人材を確保・育成できないこと。

・ 必要な外貨流動性を確保できないこと。

・ 本邦及び諸外国の法規制により、金融機関以外の事業者への投資の機動性や積極性が制限されること。

・ 当社グループや、業界全体に対する信用不安の高まりによる預金流出で流動性が不足すること。

５．業務範囲拡大・海外事業展開に伴うリスク

当社グループは、業務範囲の拡大や海外事業の展開、経営戦略や業務運営に関する施策をグローバルに実施してお

り、これらに伴う新しくかつ複雑なリスクにさらされる場合があります。当社グループでは、かかるリスクに対応す

るために子会社等も含めた当社グループ全体の内部統制システム及びリスク管理システムや法規制対応体制構築、必

要な人材の確保・育成に努めておりますが、必ずしもあらゆる事態に対応できるとは限らず、当社グループの財政状

態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。
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また、当社グループは、世界に選ばれる、信頼のグローバル金融グループを目指し、その戦略的施策の一環として、

グローバルベースで買収・出資・資本提携等を実施しており、今後も買収・出資・資本提携等を行う可能性がありま

す。既存の重要な海外子会社としては、Bank of Ayudhya Public Company Limited.及びPT Bank Danamon Indonesia,

Tbk.があります。しかしながら、政治や社会情勢の不安定化、経済の停滞、金融市場の変動、監督当局の不承認、法

令・会計基準の変更、当社グループの意図とは異なる相手先の戦略や財務状況の変化、相手先の属する地域特性・業

界・経営環境の想定外の変化等により、買収・出資・資本提携等が当社グループの想定通り進展せず、若しくは変

更・解消され、又は想定通りのシナジーその他の効果を得られない可能性や、買収・出資・資本提携等に際して取得

した株式や買収・出資・資本提携等により生じたのれん等の無形固定資産の価値が毀損する可能性があります。これ

らの結果、当社グループの事業戦略、財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。買収・出資に伴う

当社グループののれん等の無形固定資産の状況については、参照書類としての有価証券報告書の「第５ 経理の状況

１ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項(重要な会計上の見積り)」、「第５ 経理の状況 １ 連結財務

諸表等(1) 連結財務諸表 注記事項(企業結合等関係)」及び「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財

務諸表 注記事項(セグメント情報等)」をご参照下さい。

更に業務範囲の拡大が予想通りに進展しない場合、当社グループの業務範囲拡大への取組みが奏功しないおそれが

あります。

６．モルガン・スタンレーとの戦略的提携に関するリスク

当社は、モルガン・スタンレーの普通株式(転換直後の当社保有議決権比率22.4％、2025年３月末時点では23.5％)

及び償還型優先株式(無議決権)を保有するとともに、日本における証券業務について合弁会社を共同運営するほか、

米州におけるコーポレートファイナンス業務において提携する等、モルガン・スタンレーと戦略的提携関係にありま

す。

当社は、今後も戦略的提携関係の深化を図っていく予定ですが、社会・経済・市場・金融環境の変化や人員、商品、

サービスにおける協働又は合弁会社の運営・管理体制や事業戦略の構築・実施が想定通りにいかない場合等において

は、期待したとおりのシナジーその他の効果を得られない可能性があります。

モルガン・スタンレーとの戦略的提携関係が解消された場合には、当社グループの事業戦略、財政状態及び経営成

績に悪影響を及ぼす可能性があります。また、当社はモルガン・スタンレーの支配株主ではないため、同社の事業等

を支配し、また同社に関する決定をすることはできません。モルガン・スタンレーが当社グループの利益に合致しな

い決定を独自に行う場合、結果として想定した戦略的提携の目的が達成できない可能性があります。さらに、当社は

モルガン・スタンレーに対して大規模な投資を行っているため、同社の財政状態又は経営成績が悪化した場合、当社

グループは多額の投資損失を被る可能性があります。

当社は、モルガン・スタンレーの議決権の23.5％(2025年３月末時点)を保有するとともに、同社に取締役を２名派

遣しております。これらにより、モルガン・スタンレーは当社の持分法適用関連会社となっております。そのため、

当社は、モルガン・スタンレーの損益の持分比率相当割合を持分法投資損益として認識しています。また、モルガ

ン・スタンレーの流通株式の増減に伴って当社の同社に対する持分比率が増減した場合には持分変動損益を認識する

場合もあることから、当社グループの業績は、モルガン・スタンレーの業績動向及び同社に対する持分比率変動の影

響を受けることになります。
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自己資本に関するリスク

７．自己資本比率等に関するリスク

(1) 自己資本比率等の規制及び悪化要因

当社グループ及び銀行子会社には、バーゼルⅢに基づく自己資本比率及びレバレッジ比率に関する規制が適用さ

れております。また、2022年４月28日に金融庁は、自己資本比率規制に関する告示の一部改正を公布し、当社グル

ープには2024年３月末より最終化されたバーゼルⅢが適用されております。レバレッジ比率に関する規制について、

2022年11月11日に金融庁は、日本銀行に対する預け金の額を総エクスポージャーの額から除外する現在の時限的措

置を存置した上での要求水準の引き上げを公表し、2024年４月からその要求水準は引き上げられております。また、

当社グループは、金融安定理事会(ＦＳＢ)によりグローバルなシステム上重要な金融機関(Ｇ－ＳＩＢ)に指定され

ており、2023年３月末より、当社グループを含むＧ－ＳＩＢｓを対象に、レバレッジ比率の要求水準に対する上乗

せ措置が導入されています。

当社グループ又は銀行子会社の自己資本比率及びレバレッジ比率が各種資本バッファーを含め要求される水準を

下回った場合、金融庁から社外流出額の制限、業務の停止等を含む様々な命令を受ける可能性があります。

また、当社グループ内の一部銀行子会社には、米国を含む諸外国において、現地における自己資本比率等の規制

が適用されており、要求される水準を下回った場合には、現地当局から様々な命令を受けることになります。

当社グループ及び銀行子会社の自己資本比率及びレバレッジ比率に影響を与える要因には以下のものが含まれま

す。

・ 債務者及び株式・債券の発行体の信用力の悪化に際して生じうるポートフォリオの変動

・ 調達している資本調達手段の償還・満期等に際して、これらを同等の条件で借り換え又は発行することの困難

性

・ 有価証券ポートフォリオの価値の低下

・ 為替レートの不利益な変動

・ 自己資本比率等の規制の不利益な改正

・ 繰延税金資産計上額の減額

・ その他の不利益な事象の発生

(2) グローバルなシステム上重要な金融機関(Ｇ－ＳＩＢｓ)に対する規制

当社グループを含むＧ－ＳＩＢｓは、他の金融機関より高い資本水準が求められていますが、今後更に高い資本

水準を求められる可能性があります。

(3) 破綻時における総損失吸収力(ＴＬＡＣ)規制

ＦＳＢが2015年11月に公表した「グローバルなシステム上重要な銀行の破綻時の損失吸収及び資本再構築に係る

原則」及び2017年７月に公表した「グローバルなシステム上重要な銀行の内部総損失吸収力に係る指導原則」を踏

まえ、本邦では2019年３月期より当社グループを含むＧ－ＳＩＢｓに対して一定比率以上の損失吸収力等を有する

と認められる資本・負債(以下、「外部ＴＬＡＣ」といいます。)を確保することが求められ、確保した外部ＴＬＡ

Ｃはグループ内の主要な子会社に一定額以上を配賦すること(以下、「内部ＴＬＡＣ」といいます。)になっていま

す。また、規制で要求される水準は2022年３月期から引き上げられており、2024年４月１日より総エクスポージャ

ーべースの外部ＴＬＡＣ比率に係る水準も引き上げられました。当社グループ内では、三菱ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦ

Ｊ信託銀行及び三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社(以下、「三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券」と

いいます。)が主要な子会社として指定されています。当社グループは、外部ＴＬＡＣ比率又は本邦における主要な

子会社に係る内部ＴＬＡＣ額として要求される水準を下回った場合、金融庁から社外流出額の制限を含め、様々な

命令を受ける可能性があります。外部ＴＬＡＣ比率及び内部ＴＬＡＣ額は、自己資本比率等の規制に係る上記(1)～

(2)に記載する様々な要因により影響を受けます。当社グループは、要求されるＴＬＡＣの確保のため、適格な調達

手段の発行を進めておりますが、ＴＬＡＣとして適格な調達手段の発行及び借り換えができない場合には、外部Ｔ

ＬＡＣ比率及び内部ＴＬＡＣ額として要求される水準を満たせない可能性があります。
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８．為替リスク

当社グループはグローバルにビジネスを展開しており、外貨建ての金融資産及び負債を保有しています。為替レー

トの変動により、それらの資産及び負債の円貨換算額も変動します。当社グループでは、通貨毎の資産と負債の額の

調整やヘッジを行っておりますが、変動を相殺できない場合、当社グループの自己資本比率、財政状態及び経営成績

は、為替レートの変動により、悪影響を受ける可能性があります。海外における保有資産及び負債の状況については、

参照書類としての有価証券報告書の「４ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」

をご覧下さい。

信用リスク(信用供与先の財務状況悪化等により損失を被るリスク)

９．貸出業務に関するリスク

貸出業務は当社グループの主要業務の一つとなっています。当社グループは、担保や保証、クレジットデリバティ

ブ等を用いて信用リスクの削減に取り組んでおりますが、借り手が期待通りに返済できない場合、又は当社グループ

が借り手の返済能力の悪化に対して、又はその可能性を予測して講じた措置が不適切又は不十分である場合には、将

来、追加的な与信関係費用が発生する可能性があります。その結果、当社グループの財政状態及び経営成績に悪影響

を及ぼし、自己資本の減少につながる可能性があります。なお、与信関係費用、銀行法及び金融再生法に基づく開示

債権の状況については、参照書類としての有価証券報告書の「４ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」、クレジットデリバティブ取引については、参照書類としての有価証券報告書の「第５

経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項(デリバティブ取引関係)」をご参照下さい。当社グ

ループの与信関係費用及び不良債権は、主要な市場における産業や通商政策の変更、新興国を含む国内外の景気の悪

化、資源価格等の物価の変動、不動産価格や株価の下落、新興国通貨安、金利上昇、貸出先の業界内の競争激化等に

よる業績不振等により増加する可能性があります。

(1) 貸倒引当金の状況

当社グループは、貸出先の状況、担保の価値及び経済全体に関する前提及び見積りに基づいて、貸倒引当金を計

上しておりますが、経済情勢全般の悪化や個別貸出先の業績悪化等により追加の貸倒引当金を計上せざるを得なく

なったり、担保の価値又は流動性が低下したり、実際の貸倒れが貸倒引当金を上回ることにより、追加的な与信関

係費用が発生したりする可能性があります。また、貸倒引当金の計上に関する規制や指針が変更され、貸倒引当金

の計上の際に用いる評価方法に変更が生じた結果として、貸倒引当金を追加で計上しなければならなくなる可能性

もあります。2025年３月末基準における当社の連結貸借対照表上の貸倒引当金額は１兆2,148億円でした。貸倒引当

金の計上については、参照書類としての有価証券報告書の「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財

務諸表 注記事項(重要な会計上の見積り)」をご参照下さい。

(2) 特定業種等への貸出その他の与信の集中

当社グループは、貸出その他の与信に際しては、特定の業種、特定の与信先への偏りを排除すべくポートフォリ

オ分散に努めておりますが、不動産業種向けの与信は、相対的に割合が高い状況にあり、これらの業種等の業績悪

化の影響を受けやすい状況にあります。個々の与信先の状況や、業界特有の動向、新興国を含む各国の国情につい

ては継続的にモニタリング・管理を実施しておりますが、国内外の景気動向(気候変動や主要な市場における産業・

通商政策の変更、地政学リスクによる影響を含みます。)や不動産・資源価格・外国為替の動向等によっては、想定

を上回る信用力の悪化が生じる可能性があります。
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(3) 貸出先への対応

当社グループは、回収の効率・実効性その他の観点から、貸出先に債務不履行等が生じた場合においても、当社

グループが債権者として有する法的な権利のすべてを必ずしも実行しない場合がありえます。

また、当社グループは、それが合理的と判断される場合には、貸出先に対して債権放棄又は追加貸出や追加出資

を行って支援をすることもありえます。かかる貸出先に対する支援を行った場合は、当社グループの貸出残高が大

きく増加し、与信関係費用が増加する可能性や追加出資に係る株価下落リスクが発生する可能性もあります。

10. 他の金融機関との取引

国内外の金融機関(銀行、ノンバンク、証券会社及び保険会社等を含みます。)の中には、資産内容の劣化及びその

他の財務上の問題が存在している可能性があり、今後悪化する可能性やこれらの問題が新たに発生する可能性もあり

ます。こうした金融機関の財政的困難が継続、悪化又は発生すると、それらの金融機関の流動性及び支払能力に問題

が生じるだけでなく、金融システムに問題が生じ金融業や経済全般へ波及するおそれもあります。また、以下の理由

により当社グループに悪影響を及ぼす可能性があります。

・ 当社グループは、一部の金融機関へ信用を供与しております。

・ 当社グループは、一部の金融機関の株式を保有しております。

・ 問題の生じた金融機関が貸出先に対して財政支援を打ち切る又は減少させるかもしれません。その結果、当該貸

出先の破綻や、当該貸出先に対して貸出をしている当社グループの不良債権の増加を招くかもしれません。

・ 経営破綻に陥った金融機関に対する支援に当社グループが参加を要請されるおそれがあります。

・ 政府が経営を支配する金融機関の資本増強や、収益拡大等のために、規制上、税務上、資金調達上又はその他の

特典を当該金融機関に供与するような事態が生じた場合、当社グループは競争上の不利益を被るかもしれませ

ん。

・ 預金保険の基金が不十分であることが判明した場合、当社グループの支払うべき預金保険の保険料が引き上げら

れるおそれがあります。

・ 金融機関の破綻又は政府による金融機関の経営権取得により、金融機関に対する預金者及び投資家の信任が全般

的に低下する、又は金融機関を取巻く全般的環境に悪影響を及ぼすおそれがあります。

・ 金融業及び金融システムに対する否定的・懐疑的なマスコミ報道(内容の真偽、当否を問いません。)により当社

グループの評判、信任等が低下するおそれがあります。

政策投資株式リスク(保有する株式の株価下落により損失を被るリスク)

11．保有株式に係るリスク

当社グループは政策投資目的で保有するものを含め市場性のある株式を大量に保有しており、2025年３月末基準の

保有時価合計は約3.5兆円、その簿価は約1.1兆円となっています。株価変動リスクの抑制の観点も踏まえ、「政策保

有に関する方針」において政策保有株式の削減を基本方針としており、計画的に売却を進めております。なお、政策

保有株式に対しては、トータル・リターン・スワップ等をヘッジ手段として部分的にヘッジを行うことで、株価変動

リスクの削減に努めております。

しかしながら、株価が下落した場合には、保有株式に減損又は評価損が発生若しくは拡大する可能性があります。

また、自己資本の算出にあたり、保有株式の含み損益を勘案していることから、株価が下落した場合には、自己資本

比率等の低下を招くおそれがあります。その結果、当社グループの財政状態及び経営成績に悪影響が及ぶ可能性があ

ります。

なお、当社グループが保有する政策投資株式の状況については、参照書類としての有価証券報告書の「第４ 提出

会社の状況 ４ コーポレート・ガバナンスの状況等 (5) 株式の保有状況」をご参照下さい。
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市場リスク(金利、有価証券の価格、為替などの変動により損失を被るリスク)

12．市場業務に伴うリスク

当社グループは、デリバティブを含む様々な金融商品を取り扱う広範な市場業務を行っており、大量の金融商品を

保有しています。これにより、例えば、国内外の金融政策の変更等により内外金利が低下した場合、当社グループが

保有する国債等の再投資利回りが低下する可能性があります。また、長短金利差が縮小する場合、資金利益が減少す

る可能性があります。一方、内外金利が上昇した場合、当社グループの保有する大量の国債等に売却損や評価損が発

生したり、調達コストが増加したりする可能性があります。また、円高となった場合は、当社グループの外貨建て投

資の財務諸表上の価値が減少し、売却損や評価損が発生する可能性があります。加えて、株価が下落した場合、当社

グループが保有する株式等の価値が減少し、売却損や評価損が発生する可能性があります。当社グループでは、この

ような内外金利、為替レート、有価証券等の様々な市場の変動により損失が発生するリスクを市場リスクとして管理

しておりますが、計算された市場リスク量は、その性質上、実際のリスクを常に正確に反映できるわけではなく、ま

たこのように示されたリスク量を上回る損失が実現する可能性もあります。

なお、当社グループが保有する有価証券残高の状況については、参照書類としての有価証券報告書の「第５ 経理

の状況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項(有価証券関係)」をご参照下さい。

資金流動性リスク(資金繰りがつかなくなる、又は通常より高い金利での調達を余儀なくされることにより損失を被るリ

スク)

13．当社グループの格下げ、外部要因に伴うリスク

当社グループでは、資金流動性リスク管理上の指標を設ける等、適正な資金流動性の確保に努めておりますが、格

付機関による当社グループの格下げや金融システム不安、金融市場混乱等の外部要因により、調達コストの増加、調

達余力の減少、担保の追加拠出、又は顧客からの信用低下等を起因に一定の取引を行うことができなくなる等の悪影

響を受けるおそれがあり、その結果、当社グループの事業、財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。例えば、2025年３月末時点のデリバティブ取引及び信用格付に基づいて、当社及びその主要３子会社(三菱ＵＦＪ

銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行及び三菱ＵＦＪ証券ホールディングス)の格付が全て１段階格下げされたと仮定した場合、

合計で約639億円、全て２段階格下げされたと仮定した場合、合計で約1,108億円のデリバティブ取引に関する追加担

保をＭＵＦＧ及びその主要３子会社が提供する必要があったと推定されます。

オペレーショナルリスク(内部管理上の問題や外部要因により損失が発生するリスク)

14．不公正・不適切な取引その他の行為が存在したとの指摘や、これらに伴う処分等を受けるリスク

当社グループは、事業を行っている本邦及び海外における法令、規則、政策、自主規制等を遵守する必要があり、

国内外の規制当局による検査、調査等の対象となっております。当社グループはコンプライアンス・リスク管理態勢

及びプログラムの強化に継続して取り組んでおりますが、かかる取組みが全ての法令等に抵触することを完全に防止

する効果を持たない可能性があります。

当社グループが、マネー・ローンダリング、経済制裁への対応、贈収賄・汚職防止、金融犯罪その他の不公正・不

適切な取引に関するものを含む、適用ある法令及び規則を遵守できない場合、あるいは、社会規範・市場慣行・商習

慣に反するものとされ、顧客視点の欠如等があったものとされる場合には、罰金、課徴金、懲戒、評価の低下、業務

改善命令、業務停止命令、許認可の取消しを受ける可能性があります。また、当社グループが顧客やマーケット等の

信頼を失い、当社グループの経営成績及び財政状況に悪影響が生じる可能性があります。将来、当社グループが戦略

的な活動を実施する場面で当局の許認可を取得する際にも、悪影響を及ぼすおそれがあります。
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また、当社グループは、当社の銀行子会社を含むパネル行が各種銀行間指標金利の算出機関に呈示した内容等を調

査している各国の政府当局から、情報提供命令等を受けておりました。また為替業務に関しても、当局から同様の情

報提供要請を受けており、一部の当局との間では制裁金の支払いに合意しました。当社グループは、これらの調査に

対して協力を行っております。上記に関連して、当社グループは、指標金利であれば他のパネル行、為替業務であれ

ばその他金融機関とともに、複数の民事訴訟の被告となっております。

今後、関係当局より更なる制裁金支払の処分等を受け、又は関係当局との間で新たな和解金の支払合意を行うなど

の可能性を含め、新たな展開又は類似の事象により、当社グループに重大な財務上その他の悪影響が生じる可能性が

あります。

加えて、当社の子会社である三菱ＵＦＪ銀行及び三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券等に対して、銀証間におけ

る銀証連携ビジネス、法人関係情報の管理等において、不適切な顧客情報の共有や登録金融機関による有価証券関連

業の禁止に反する不適切な勧誘等があったとして、2024年６月14日、証券取引等監視委員会は内閣総理大臣及び金融

庁長官に対して行政処分の勧告・公表を行いました。これらに関し、同年６月24日、三菱ＵＦＪ銀行及び三菱ＵＦＪ

モルガン・スタンレー証券等に対して、金融商品取引法第51条の２・第51条に基づく業務改善命令、当社及び三菱Ｕ

ＦＪ銀行に対して、銀行法第52条の31・第24条に基づく報告徴求が、金融庁より発せられました。同年７月19日、当

社、三菱ＵＦＪ銀行及び三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券等は、業務改善命令及び報告徴求に基づき、業務改善

計画等を含む報告書を金融庁に提出しました。当社、三菱ＵＦＪ銀行及び三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券等は、

これらの行政処分等に基づく対応を継続中です。また、三菱ＵＦＪ銀行は、元行員による貸金庫からのお客さま資産

の窃取事案に関し、2024年12月16日に金融庁より銀行法第24条に基づく報告徴求を受け、2025年１月16日に報告徴求

に基づき、再発防止策等を含む報告書を金融庁に提出しました。今回策定した再発防止策等の徹底を継続しておりま

す。

15．情報紛失・漏洩に係るリスク

当社グループは、国内外の法規制に基づき、顧客情報や個人情報を適切に取り扱うことが求められております。当

社グループでは、顧客情報や個人情報を多く保有しており、情報の保管・取扱いに関する規程類の整備、システム整

備を実施し、管理態勢高度化に取組んでおりますが、不適切な管理、外部からのサイバー攻撃その他の不正なアクセ

ス、若しくはコンピュータウイルスへの感染等により、顧客情報や個人情報等の紛失・漏洩を完全には防止できない

可能性があります。その場合、罰則や行政処分の対象となるほか、顧客に対する損害賠償等、直接的な損失が発生す

る可能性があります。加えて、顧客の信頼を失う等により当社グループの経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可

能性、並びにこれらの事象に対応するための追加費用等が発生する可能性があります。
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16．システム、サイバー攻撃等に関するリスク

当社グループのシステム(業務委託先等の第三者のシステムを含みます。)は、事業を行う上で非常に重要な要素の

一つであり、リモートワークや非対面チャネルを通じた業務の拡大やデジタル戦略を推進している中で特に重要性が

高まっており、適切な設計やテストの実施等によりシステム障害等を未然に防止し、セキュリティ面に配慮したシス

テムの導入に努めていますが、システム障害や日々高度化が進む種々のサイバー攻撃、不正アクセス、コンピュータ

ウイルス感染、人為的ミス、機器の故障、通信事業者やクラウドサービス事業者等の第三者の役務提供の瑕疵、AI等

の新技術の進展、新たなシステムや手段又はそれらのアップグレードへの不十分な対応等を完全には防止できない可

能性があります。また、すべてのビジネス要件や金融機関に対する規制強化の高まりからくる規制要件に対応するシ

ステムの機能強化への要請を十分に満たせない可能性や、市場や規制の要請に応えるために又は当社グループのシス

テムに接続している第三者のシステムの変更に伴い必要なシステム構築や更新がその作業自体の複雑性等から計画ど

おりに完了しない可能性があります。そのほか、インシデント報告や第三者のサービスやシステムの使用に関連する

リスク等を始めとする事象についての規制強化や市場の期待の高まりを受けて、当社グループのサイバーセキュリテ

ィリスクの管理に係るフレームワークやその実践が不十分であると見做される可能性もあります。これらの事由によ

り、情報通信システムの不具合や不備が生じ、取引処理の誤りや遅延等の障害、情報の流出等が生じ、業務の停止及

びそれに伴う損害賠償の負担その他の損失が発生する可能性、当社グループの信頼が損なわれ又は評判が低下する可

能性、行政処分の対象となる可能性、並びにこれらの事象に対応するための追加費用等が発生する可能性がありま

す。

17．テロ支援国家との取引に係るリスク

当社グループは、イラン・イスラム共和国(以下、「イラン」といいます。)等、米国国務省が「テロ支援国家」と

指定している国における法主体又はこれらの国と関連する法主体との間の取引を実施しております。また、当社の銀

行子会社はイランに駐在員事務所を設置しております。

米国法は、米国人が当該国家と取引を行うことを、一般的に禁止又は制限しております。更に、米国政府及び年金

基金をはじめとする米国の機関投資家が、イラン等のテロ支援国家と事業を実施する者との間で取引や投資を行うこ

とを規制する動きがあるものと認識しております。このような動きによって、当社グループが米国政府及び年金基金

をはじめとする機関投資家、あるいは規制の対象となる者を、当社グループの顧客又は投資家として獲得、維持でき

ない結果となる可能性があります。加えて、社会的・政治的な状況に照らして、上記国家との関係が存在することに

よって、当社グループの評判が低下することも考えられます。上記状況は、当社グループの財政状態、経営成績及び

当社の株価に対して悪影響を及ぼす可能性があります。

なお、米国政府による対イラン制裁措置により、米国人の関与するイランとの取引の禁止などが実施されていま

す。更に、2018年５月の米国によるイランに関する包括的共同行動計画(Joint Comprehensive Plan of Action)から

の離脱後に発令された大統領令により、広範なイラン関連取引や活動について、関与した非米国人に対して二次制裁

を適用し得るものとされています。当社グループでは、二次制裁を含む米国による措置が適用されるリスクの増加を

受けて、今後とも当該リスクのモニタリングと対応策を実施してまいります。

更に、米国証券取引所に登録している企業(米国外企業を含みます。)には、特定のイラン関連の取引の開示が引き

続き義務づけられています。本邦においても、イランの拡散上機微な核活動・核兵器運搬手段開発に関与する者に対

する資産凍結等の措置が実施されています。当社グループでは、これらの規制を遵守するための態勢の改善に努めて

います。しかしながら、かかる態勢が適用される規制に十分対応できていないと政府当局に判断された場合には、何

らかの規制上の措置の対象となる可能性があります。なお、これに関連する処分等については、「14．不公正・不適

切な取引その他の行為が存在したとの指摘や、これらに伴う処分等を受けるリスク」をご参照下さい。
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18．規制変更のリスク

グローバルな金融サービス提供者として、当社グループの事業は国内外の法律、規則、政策、会計基準、実務慣行

及び解釈、並びに国際的な金融規制等の継続的な変更のリスクにさらされております。主要な金融機関は、新技術、

地政学上の変化、環境・社会・ガバナンス上の懸念、巧妙化する犯罪活動への対策の必要性、及び国際金融セクター

に関するその他の懸念事項を背景とする、より厳しい法律、規制及び基準等への対応を迫られています。また、金融

業界における不祥事やリスク管理の不備、金融機関の破綻に関する事案を受け、社内のコンプライアンス・リスク管

理体制の強化を求める動きも強まっています。当社グループに適用される法律、規制及び基準等は複雑で、多くの場

合、これらを当社グループのビジネスに適用するに際しては、解釈を伴う決定が必要となります。法律、規則、政策、

会計基準、実務慣行、解釈の変更及びその影響は、より多くの経営資源の投入のみならず、経営にも影響を与え、場

合によっては経営戦略を変更せざるを得なくなるおそれがあります。第三者への委託により実施するものを含むコン

プライアンスのプログラムやシステムについては、必要な強化を計画通りに実施できなくなる可能性も出てきます。

また、当社グループに適用される法律や規制への対応が不十分な場合、罰金、警告、レピュテーションの悪化、業務

改善及びその他の行政命令、営業の強制的停止、将来の戦略的イニシアチブに規制当局から承認が得られないこと、

深刻な場合としては営業認可の取消を受ける場合等、当社グループの財政状況及び経営成績に悪影響を及ぼすおそれ

があります。

19．消費者金融業務に係るリスク

当社グループは、消費者金融業に従事する子会社や関連会社を有すると同時に消費者金融業者に対する貸出金を保

有しており、消費者金融業における事業環境や規制環境の変化により、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性

があります。消費者金融業に関しては、いわゆるみなし弁済を厳格に解するものを含め、過払利息の返還請求をより

容易にする一連の判例が出され、これらに伴い過払利息の返還を求める訴訟が引き続き発生しております。当社グル

ープでは、消費者金融業に従事する子会社や関連会社における過払利息の返還による費用負担のほか、当社グループ

が貸出金を保有する消費者金融業者の業績悪化による追加的な与信費用が発生する可能性があり、消費者金融業に不

利な新たな司法上の判断や規制強化がある場合には追加的な費用負担が発生する可能性もあります。

20．評判に関するリスク

当社グループは、本邦及び国際金融市場においてＧ－ＳＩＢに指定されており、世界に選ばれる、信頼のグローバ

ル金融グループを目指しております。当社グループのビジネスはお客さまのみならず、地域社会、国際社会等からの

信頼と信用の下に成り立っています。そのため、当社グループの評判は、お客さま、投資家、監督官庁、及び社会と

の関係を維持する上で極めて重要です。ＭＵＦＧ Ｗａｙや行動規範等を踏まえ、評判リスクの適切な管理に努めて

おりますが、特に、人権、環境、健康、安全等の社会的責任への懸念が生じる取引や各種法令等(アンチマネー・ロー

ンダリング、経済制裁、競争法、暴力団排除条例等)の趣旨に反するおそれのある取引などを防止できず、又はこれら

に適切に対処することができなかった場合で、大規模な報道に繋がり得るなど世論の注目が高いときや規制当局の関

心が高いときなどにおいて、当社グループは、現在又は将来のお客さま及び投資家を失うこととなり、当社グループ

の事業、財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があり、企業価値を毀損する可能性があります。

第３ 【参照書類を縦覧に供している場所】

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 本店

(東京都千代田区丸の内一丁目４番５号)

株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

株式会社名古屋証券取引所

(名古屋市中区栄三丁目８番20号)



― 31 ―

第四部 【保証会社等の情報】

該当事項はありません。



「参照方式」の利用適格要件を満たしていることを示す書面 
  

 

会社名 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ  

代表者の役職氏名 代表執行役社長  亀 澤 宏 規  

 

 

１ 当社は１年間継続して有価証券報告書を提出しております。 

 

２ 当社の発行する株券は、東京証券取引所、名古屋証券取引所に上場されております。 

 

３ 当社の発行済株券は、３年平均上場時価総額が250億円以上であります。 

17,780,572百万円 

（参考） 

（2023年１月31日の上場時価総額） 

東京証券取引所に 

おける最終価格 

発行済株式総数  

952.7円 ×   12,863,068,820株 ＝  12,254,645百万円 
  

（2024年１月31日の上場時価総額） 

東京証券取引所に 

おける最終価格 

発行済株式総数  

1,395.0円 ×   12,337,710,920株 ＝  17,211,106百万円 
  

（2025年１月31日の上場時価総額） 

東京証券取引所に 

おける最終価格 

発行済株式総数  

1,978.5円 ×   12,067,710,920株 ＝  23,875,966百万円 
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事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移 
 

１ 事業内容の概要 

当社グループは、当社、連結子会社 334 社及び持分法適用関連会社 54 社で構成され（2025 年 3 月 31 日時

点）、「世界に選ばれる、信頼のグローバル金融グループ」を目指し、銀行業務、信託銀行業務、証券業務

を中心に、クレジットカード・貸金業務、リース業務、資産運用業務、その他業務を行っております。 

当社グループの、各報告セグメントにおける主要な関係会社の位置づけ等は以下のとおりであります。 

 

 
＊１ 各社の該当する主な報告セグメントに◎を記載 

＊２ 2024年 4 月 1 日付で、ウェルスナビ株式会社の報告セグメントを、その他からリテール・デジタル

事業本部に変更 

＊３ 2024年 4 月 1 日付で、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社・三菱ＵＦＪ不動産販売株式会社の報告セグメ

ントにリテール・デジタル事業本部を追加 

＊４ 2024年 4 月 1 日付で、Japan Digital Design 株式会社の報告セグメントを、リテール・デジタル事

業本部からその他へ変更 

─ 33 ─



２ 主要な経営指標等の推移 

(1) 連結経営指標等 

 

 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

  

(自 2020 年 

  4 月 1日 

至 2021 年 

  3 月 31日) 

(自 2021年 

  4月 1日 

至 2022年 

  3月 31日) 

(自 2022年 

  4月 1日 

至 2023年 

  3月 31日) 

(自 2023年 

  4月 1日 

至 2024年 

  3月 31日) 

(自 2024年 

  4月 1日 

至 2025年 

  3月 31日) 

連結経常収益 百万円 6,025,336 6,075,887 9,281,027 11,890,350 13,629,997 

連結経常利益 百万円 1,053,610 1,537,649 1,020,728 2,127,958 2,669,483 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 
百万円 777,018 1,130,840 1,116,496 1,490,781 1,862,946 

連結包括利益 百万円 1,324,655 797,310 1,158,800 3,316,519 2,069,660 

連結純資産額 百万円 17,716,257 17,988,245 18,272,857 20,746,978 21,728,132 

連結総資産額 百万円 359,473,515 373,731,910 386,799,477 403,703,147 413,113,501 

1 株当たり純資産額 円 1,308.12 1,349.51 1,433.11 1,670.44 1,783.36 

1 株当たり当期純利益 円 60.49 88.44 90.72 124.64 160.01 

潜在株式調整後 

1 株当たり当期純利益 
円 60.25 88.05 90.41 124.32 159.47 

自己資本比率 ％ 4.67 4.55 4.45 4.85 4.96 

連結自己資本利益率 ％ 4.73 6.68 6.51 8.09 9.28 

連結株価収益率 倍 9.80 8.59 9.34 12.49 12.56 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 34,904,946 9,839,899 13,431,773 △9,844,860 6,415 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 △10,140,343 △2,202,726 △10,675,096 3,986,415 △186,948 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 △436,071 △1,080,428 △977,138 8,307 △861,116 

現金及び現金同等物 

の期末残高 
百万円 102,980,711 110,763,205 113,630,172 109,875,097 109,095,437 

従業員数 

(外、平均臨時従業員数) 
人 

138,161 135,049 127,122 145,412 156,253 

(26,900) (23,600) (22,900) (22,900) (22,700) 
  

(注) １ 当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、主として税抜方式によっております。 

２ 自己資本比率は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権－期末非支配株主持分）を期末資産の部の合計で除

して算出しております。 

３ 平均臨時従業員数は、百人未満を四捨五入して記載しております。 
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(2) 提出会社の経営指標等の推移 
 

回次 第 16期 第 17期 第 18期 第 19期 第 20期 

決算年月 2021年 3月 2022年 3月 2023年 3月 2024年 3月 2025年 3月 

営業収益 百万円 437,819 622,637 641,968 809,818 1,343,267 

経常利益 百万円 394,270 582,464 589,605 756,328 1,286,866 

当期純利益 百万円 377,195 571,859 602,223 749,395 1,275,569 

資本金 百万円 2,141,513 2,141,513 2,141,513 2,141,513 2,141,513 

発行済株式総数 株 
普通株式 

13,581,995,120 

普通株式 

13,281,995,120 

普通株式 

12,687,710,920 

普通株式 

12,337,710,920 

普通株式 

12,067,710,920 

純資産額 百万円 8,554,679 8,638,803 8,412,597 8,323,703 8,658,041 

総資産額 百万円 19,061,312 19,977,035 22,642,309 23,920,097 22,115,043 

1 株当たり純資産額 円 665.91 684.72 699.57 709.77 752.37 

1 株当たり配当額 

(内 1 株当たり 

中間配当額) 

円 

普通株式 

25.00 

(12.50) 

普通株式 

28.00 

(13.50) 

普通株式 

32.00 

(16.00) 

普通株式 

41.00 

(20.50) 

普通株式 

64.00 

(25.00) 

1 株当たり当期純利益 円 29.36 44.72 48.93 62.65 109.55 

潜在株式調整後 

1 株当たり当期純利益 
円 － － － － － 

自己資本比率 ％ 44.87 43.24 37.15 34.79 39.15 

自己資本利益率 ％ 4.42 6.65 7.06 8.95 15.02 

株価収益率 倍 20.15 17.00 17.32 24.85 15.56 

配当性向 ％ 85.13 62.60 65.39 65.44 58.41 

従業員数 人 2,726 3,069 3,117 3,321 3,463 

株主総利回り 

％ 

153.0 201.8 231.5 417.6 546.2 

(比較指標：配当込み

TOPIX) 

(142.1) (145.0) (153.4) (216.8) (213.4) 

最高株価 円 660.30 828.30 999.50 1,645.50 2,239.50 

最低株価 円 383.40 564.40 632.60 830.80 1,200.00 

 (注) １ 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

２ 第 20 期（2025 年 3月）中間配当についての取締役会決議は 2024年 11月 14日に行いました。 

３ 潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

４ 自己資本比率は、期末純資産の部合計を期末資産の部の合計で除して算出しております。 

５ 最高株価及び最低株価は、第 18 期より東京証券取引所プライム市場におけるものであり、それ以前については

東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 
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